
財 政 経 営 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

令和５年度当初予算の編成にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響が長期

化する中、急激な原油価格・物価高騰や円安の影響に対して所要の予算措置を行うと

ともに、デジタル化や脱炭素・グリーン社会の実現などの中長期的な課題への対応を

加速することとした。 

加えて、著しい環境変化の中にあっても、総合計画に掲げる本市が目指す将来都市

像の実現に向けて、推進計画事業の着実な進捗を図るとともに、行政改革プランにお

ける市民サービスの向上や事務の効率化、働き方改革、公共施設の適正化等に取り組

み、これらの事業に対して重点的に予算を配分したところである。 

その結果、一般会計の当初予算は過去最高額であった前年度に次ぐ 1,299 億円とな

り、財政調整基金繰入金13億円の計上などにより収支の均衡を図ったほか、新型コロ

ナウイルス感染症のワクチン接種や感染防止対策などの経費などに充用するため、前

年度と同額の予備費５億円を計上した。 

また、当初予算の執行については、引き続き各部局において効果的かつ効率的な事

業実施が行われるよう、適正な予算管理に努める。 

歳入の概ねを占める市税については、引き続き課税対象の的確な把握に努め、税負

担の公平性の観点から適正な課税を行う。また、税制度への納税者の十分な理解が得

られるよう周知・広報を徹底しながら、自主納付の推進と効果的かつ効率的な滞納整

理に取り組むことにより、さらなる収納率の向上及び累積滞納額の削減を図る。 

さらに、本市が保有するすべての公債権及び私債権については、債権管理推進本部

を中心に、債権管理基本方針に基づき、各所管課の債権管理推進員と債権管理の手続

きや取り組み事例の情報を共有するなど連携を図り、より適正な債権管理を進めると

ともに、横断的な調整を行いながら各所管課が主体的に滞納整理に取り組むことで効

果的な回収に努める。 

人口減少や少子高齢化の進行などの社会環境の変化にあっても行政サービスを持続

的に提供していくため、必要な改革には適切に投資を行う「将来に備える行政改革」

に取り組む。また、市が保有する財産については、適正な管理を実施するとともに、

不要な資産の売却・貸付や有効活用を図る。 

 

１．健全な財政運営の推進について 

新型コロナウイルス感染症について、国が感染症法上の位置づけを２類から５類へ

引き下げるなどの検討を進めているものの、新たな変異株の発生など依然不透明な状

況にあり、加えて、電気・ガス代などの物価高騰や円安による原材料費の値上がりが、

市民生活や事業活動に大きな影響を与えていることから、今後も引き続き、国の動向

や地域経済の状況等を注視しつつ、財政調整基金や予備費を活用しながら、機動的な

予算措置に努めていく。 
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一方、中長期的な見通しでは、昭和 40 年代から 50 年代に建設された公共施設等の

老朽化が進んでおり、令和10年代半ば以降、これらの更新に多額の財源を費やす見込

みであることから、人口が減少していく将来世代に過大な負担を先送りすることなく、

今後とも持続可能で健全な財政運営に努めていく。 

 

【主な事業】 財政管理経費                ４，８１１千円 

 

２．行財政改革等の推進について 

（１）行財政改革の推進 

市民ニーズに沿った将来にわたって持続可能な行政サービスの提供を目指し、継続

して行政改革を推進するため、令和５年度からスタートする「行政改革プラン 2023」

のもと、各改革アクション（取り組み）に取り組むとともに、進捗管理を行う。 

また、新地方公会計制度にかかる取り組みでは、令和５年度より導入する固定資産

管理システムを活用し、各所属において、固定資産関連取引情報の登録を直接行うこ

とにより、現金主義会計で把握できない減価償却費等を含めたフルコストの意識の醸

成を図り、固定資産台帳管理の効率化を進める。 

さらに、財務書類及び施設別行政コスト計算書等を引き続き作成し、本市の現状に

ついて市民に発信するとともに、庁内においては情報を共有し、経年比較などによる

分析を進め、より効率的な事業執行に活用する。 

これらの取り組みを通して、職員が公会計制度に関わる機会を増やし、制度の理解

とコスト意識の定着を促進する。 

このほか、令和６年度から指定管理者制度により管理運営する施設について、指定

管理者の公募や選定・適格審査を適正に行うとともに、管理運営中の施設についてモ

ニタリングを実施する。 

 

【主な事業】 行財政改革推進費              ２６，０２７千円 

 

（２）公共施設マネジメントの推進 

人口減少と少子高齢化により今後の厳しい財政状況が見込まれる中、高度経済成長

期以降に建設された公共施設の大量更新を見据え、令和４年12月に改訂した「四日市

市公共施設等総合管理計画」のもと、公共施設の適正管理に取り組む。 

施設保有量の適正化については、対象施設について集約化等に向け、計画的な取り

組みを進める。その他の施設についても、今後の方向性を検討するため「公共施設あ

り方チェックシート」を用いて管理状況（老朽化状況、利用状況等）を整理する。 

施設の維持管理については、計画的な予防保全の実施により、長寿命化や維持管理

コストの削減を図るほか、一層のコスト削減を目的に、電気料金や電話料金について、

スケールメリットを活かした入札方法を検討する。 

さらに、保守点検・修繕業務等の質の向上や効率化を目的として、令和５年度から

新たに開始する包括管理業務委託について、円滑に実施できるよう監理・監督を行う。 
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【主な事業】  公共施設適正化事業費             ８,６０６千円 

 

３．市税の賦課徴収について 

（１）土地評価業務 

土地の分合筆及び地目変更に伴う画地の計測や新設道路に対する新規路線価の算定

等を行い、適正な評価による課税を図る。 

また、令和６年度評価替えに向け、調査を行ってきた幅員や駅からの距離等の価格

形成要因を反映させ、市内の路線価等を決定する。 

 

【主な事業】  土地評価関係経費                ５６，２８５千円 

 

（２）市税自主納付の推進と滞納額の削減 

市税収納については、引き続き納期内納付や口座振替の普及に努めるほか、新たに

地方税共通納税システムｅＬＴＡＸによるクレジットカード納付等に取り組み、自主

納付の一層の推進を図る。 

市税滞納については、滞納額の削減のため、滞納初期の段階で納付催告を行い、納

付困難な場合には収入状況に応じたきめ細かい納付相談を行うとともに、所管課から

移管を受けた税外債権と併せて適正かつ効果的な滞納整理を実施する。 

 

【主な事業】 自主納税推進経費               ２７，５６２千円 

  累積滞納者対策事業費       １３，００４千円 

税外債権滞納整理事業費          １１，２６９千円 

 

４．保有資産の適正な管理と有効活用について 

  市が保有する財産について、除草や剪定を行うなど、適正な維持管理を行うととも

に、土地の境界確定や測量を進める。また、不要財産について、売却や貸付に取り組

むとともに、市庁舎の空きスペースを活用して庁舎モニター広告等を設置するなど、

市有財産の有効活用を図る。 

   

 【主な事業】  普通財産管理費               １０，３９７千円 

登記事務費                   ７，８２１千円 

 

５．市庁舎等の適正な管理運営について 

公共施設等総合管理計画に基づき、市庁舎等の施設を適正に維持管理するため、計

画的な予防保全工事として、市庁舎電算マシン用非常用発電機更新工事を前年度に引

き続き行うとともに、新規事業として市庁舎北館エレベーター更新工事や総合会館受

変電設備更新工事、総合会館非常用発電機更新工事を行う。加えて市庁舎北館外壁改

修ほか工事に関する設計業務委託を行う。 
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また、総合会館のトイレ改修工事を前年度に引き続き行うとともに、市庁舎省エネ

ルギー設備導入アドバイザリー業務委託を行う。 

さらに、施設の使用用途を検討するにあたり、床の積載荷重を確認するため、本町

プラザ既存建物構造再計算業務委託を行う。 

 

【主な事業】市庁舎等整備事業費（アセットマネジメント）２９５，２５２千円 

       市庁舎等管理運営費             ５９３，３４７千円 

本町プラザ管理運営費            ５７，２７４千円 

 

６．桜財産区の管理について 

桜財産区が所有する山林の一部を公益財団法人四日市市文化まちづくり財団に貸し

付け、アスレチックコース等の用に供するほか、その貸付収入で山林保育等の管理を

行う。また、桜財産区管理会の委員の改選を令和５年５月に実施する。 
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担当 財政経営部 行財政改革課 

矢野  

℡３５４－８１２９ 

 

 

 

１．目的 

人口減少に伴い、職員などの行政資源が限られる中であっても、市民ニーズ

に沿った持続可能な行政サービスを提供するためには、業務の効率化・省力化、

抜本的な見直しなどの改善が不可欠である。 

このため、ＢＰＲ（Business Process Re-engineering）【※】の手法を活用

して、現状・課題の分析、実効性のある業務改善に取り組み、市民サービスの

質の向上とともに、政策立案など、より注力するべき業務体制の強化を図る。 

※ＢＰＲ：業務本来の目的を踏まえ、業務内容、手順及び体制を見直し、再構築すること 

２．内容 

ＢＰＲによる業務分析・改善業務委託を実施する。（対象：２～３部局） 

 (１) ＢＰＲの方向性 

業務の時間・量の削減を図り、「職員でなければできない業務（政策立案等）」

に注力できる環境の実現を目指す。 

  【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

(２) ＢＰＲの流れ 

①業務可視化 

◆業務量調査（傾向把握） 

・職員でなければできない業務(コア)、職員でなくてもできる業務(ノンコア)に分類 

・業務ごとの性質、手順及び従事時間などを整理して可視化 

 

②業務改善 

◆ＢＰＲ対象業務の決定 

・業務量調査結果から、改善効果の高い（量、性質などを考慮）業務を抽出 
 

◆現状把握、課題抽出 

・可視化した業務手順、作業の性質、業務の従事時間・体制から課題を抽出 

 

◆改善施策の検討、業務手順の再整理 

・To-Be(あるべき姿)とCan-Be(実現可能なステップ)を検討 

・効率的な業務手順へ整理、デジタル技術等を活用した各工程の簡略化の検討 

 

３．予算額 １４，０００千円    （財源内訳）一般財源  １４，０００千円 

 
 

 

Ａ課が実施する業務 
ＢＰＲ 

１ 

２ 

（新）ＢＰＲによる業務分析・改善経費 

職員でなければできない業務 職員でなくてもできる業務 

職員でなければできない業務 
職員でなくても 

できる業務 
創出した 

時間と労⼒ 

業務可視化 

業務改善 
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１．目的 

四日市市公共施設等総合管理計画に基づき、計画的な予防保全工事により、施設・設備

の長寿命化を図り、施設の維持管理経費の低減と財政負担の平準化を図る。 

 

２．内容 

  ① 予防保全工事 

・市庁舎電算マシン用非常用発電機更新工事【令和４年度からの継続事業】 

 ９８,１９８千円 

・市庁舎北館エレベーター更新工事 ３８,２５８千円 

・総合会館受変電設備更新工事 １０２,３４０千円 

・総合会館非常用発電機更新工事 ５５,５７０千円 

  ② 設計業務委託 

・市庁舎北館外壁改修ほか工事設計業務委託 ８８６千円 

 

３．予算額  ２９５,２５２千円    （財源内訳）市 債    ６９,０００千円 

  （前年度 １３６,０４０千円）              一般財源 ２２６,２５２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．債務負担行為 

・総合会館受変電設備更新工事費 

限度額  １５３,５２０千円  （総事業費 ２５５,８６０千円） 

期 間 令和５年度から令和６年度まで 

・総合会館非常用発電機更新工事費 

限度額   ８３,３６０千円  （総事業費 １３８,９３０千円） 

期 間 令和５年度から令和６年度まで 

 

市庁舎等整備事業費（アセットマネジメント） 

担当 財政経営部 管財課 

担当 五木田 

℡ ３５４－８２８８ 

市庁舎北館エレベーター更新工事 市庁舎北館外壁改修ほか工事設計業務委託 
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市 民 生 活 部 
 
新年度予算における基本的な方針 

少子高齢化の進展や生活様式の多様化、地震や風水害等の大規模災害への対

応など、本市の地域社会を取り巻く環境の変化に対応するため、地域住民に対

する自治会への加入促進と自治会活動の推進、地域づくりの拠点となる地区市

民センターの機能強化を図るなど、地域コミュニティの維持・向上に努める。

また、市民一人ひとりが地域社会の構成員として互いの個性を認め合い、共に

支えあって暮らすことができる社会の実現を目指すとともに、市民協働の理念

のもと、地域活動を促進し、さまざまな主体が協働・連携したまちづくりを進

め、男女共同参画プランや多文化共生推進プランに基づく施策についても一層

の推進を図る。 

市民課等の窓口においては個人情報の取り扱いに留意し、戸籍・住所異動等

の届出受付や各種証明書の交付にあたっては、引き続き正確かつ迅速に処理を

行いつつ、一層の市民サービス向上に努める。また、マイナンバーカードについ

ては、申請サポートなどにより身近な場所での申請機会を提供するとともに、

交付体制の強化を図ることで、より円滑に交付業務を行っていく。 

あさけプラザについては、引き続き計画的に改修工事を行い、利用者に親し

まれる施設として安全で快適な環境を提供していく。 

 

１．地域社会づくりについて 

自治会、ＮＰＯ、ボランティアなどが実施する、公益性が高く、継続的な市

民活動に対して補助金の交付や活動の場の提供などの支援を行うことにより、

それらの団体の育成及び市民活動の活性化を図る。 

住民のつながりの醸成などさまざまな分野における地域の課題解決や特色

ある活動、まちづくり構想の推進が迅速に遂行できるよう、地区市民センター

の館長権限予算をコンペ方式で配分し対応する。 

併せて、自治会への加入促進と自治会活動に対する理解を深めるため、自治

会の活動や役割等を紹介するパンフレットを継続的に配布するなど、積極的

な広報・啓発に努める。 

また、性の多様性に対する理解を深めるため、市民向け講演会及び事業者向

け研修会を実施するとともに、正しい理解を図るためのガイドブックを配布

するなど啓発に努める。 

さらに、集会所建設費補助金を活用し、地域活動拠点である集会所の維持管

理に対する支援を行うとともに地域社会づくりの核となる地区市民センター

の機能強化を図る。 

第２次市民協働促進計画に基づき、専門的能力を提供して社会貢献するプ

ロボノ支援事業、市民協働を促進するための担い手育成や中間支援の強化を 
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目的とした協働委託、協働のパートナーとしての市職員のスキルアップなど

各事業の積極的な展開を図る。 

また、地域づくりの中心となる人材の育成とネットワークの構築を目的と

して、引き続き、地域づくりマイスター養成講座を開催する。 

さらに、なやプラザの管理運営を通じて、市民活動や生涯学習活動を行う

市民活動団体等を支援する。 

安全なまちづくり基本計画に基づき、庁内の関係部局と連携し、基本施策

に掲げる各事業について取り組みを進め、安全なまちづくり推進協議会にお

いて、その進捗を確認する。また、安全なまちづくりに向けた住民による自

主防犯活動に対する支援として、自治会が管理する防犯外灯について、ＬＥ

Ｄ灯の新設・修繕、撤去、電灯料に対する補助を行うほか、パトロールに必

要な防犯用品の購入等についても補助を行い、地域における防犯力の向上を

図る。 

併せて、防犯カメラについては、自治会等が通学路又はごみ集積場などに

向けて設置するカメラに対する補助を引き続き実施するとともに、市が設置

するカメラについても引き続き、未設置の駅への設置に取り組む。 

また、客引き行為等の防止に関する条例に基づき、客引き行為等適正化指

導員による巡視、取り締まりを実施するほか、地域住民や警察との合同パト

ロールをはじめとした関係機関との連携による取り組みを推進し、客引き行

為等の防止に努める。 

加えて、犯罪被害者等が一日も早く平穏な暮らしを取り戻すことができる

よう、犯罪被害者等支援条例に基づく支援とともに、その周知に取り組む。 

 

【主な事業】 性の多様性に対する理解促進事業費   １，３４２千円 

 自治会連絡事務費          ７３，１４９千円 

 連絡員経費            １４０，３４８千円 

 地区市民センター管理運営費    ２２３，７１７千円 

 地区市民センター整備事業費     ９７，９０３千円 

        地区市民センター整備事業費（アセットマネジメント） 

                   ６６，５３０千円 

地域活動費（うち館長権限予算）   ２２，５００千円 

地域社会づくり総合事業費補助金   ９６，６０１千円 

地区市民センター住民運営推進事業費    ２７７千円 

集会所建設費補助金         ３９，５００千円 

市民活動総合保険経費         ３，７１８千円 

防犯外灯新設維持費補助金      ８９，８９４千円 

市民協働促進事業費          ３，１５６千円 

地域づくりマイスター養成事業費      ３９８千円 

市民活動センター運営費       １５，１２７千円 

安全なまちづくり推進経費       ３，７９０千円 
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犯罪被害者等支援事業費        １，１６５千円 

客引き行為等防止啓発事業費      １，２１６千円 

地域防犯活動推進事業費        ３，１００千円 

防犯カメラ設置事業補助金      １５，８００千円 

 

２．生涯学習活動支援について 

市民大学については、市民の多様な学習意欲に応えるため、市民活動団体や大

学等が企画運営を行うさまざまなテーマの講座を開催することにより、学習の

機会を提供する。 

熟年大学については、高齢者が学びながら仲間づくりをし、社会参加への意欲

を高め、地域づくりに参加できるよう、楽しく学べる場、活動できる場を提供す

る。 

また、地域に根差した市民の生涯学習活動を推進するため、地域課題や住民・

社会ニーズに基づく講座を地区市民センターで開催する。 

 

【主な事業】  市民大学一般クラス経費        ２，９７７千円 

       熟年大学経費             ３，６８４千円 

       地区市民センター生涯学習事業費    ５，００１千円 

 

３．市民相談・消費生活相談事業について 

日常生活上での家事や債務の問題、消費生活上のトラブル等に関する相談に

応じ、市民が自主的に解決できるよう支援する。そのため、相談員の資質向上に

努めるとともに、弁護士などの専門家による特別市民相談を実施する。また、消

費者被害を未然に防ぐため、高齢者への自動通話録音警告機の購入費を補助す

るとともに、悪質商法への対処法や契約のルール、カスタマーハラスメントに関

する出前講座などの啓発活動を通じて、若者から高齢者まで、市民が安全・安心

な生活が送れるよう、庁内の関係部署をはじめ、県や警察など関係機関と連携し

ていく。 

 

【主な事業】  市民相談室運営費            ２，２１８千円 

消費生活相談事業費           ８，０７９千円 

       自動通話録音警告機購入費補助金     １，４００千円 

 

４．多文化共生推進事業について 

国籍や文化の違いを豊かさとして生かし、すべての市民が共に支えあって暮

らす「多文化共生社会」の実現に向けて、「多文化共生推進プラン」に基づき、

多文化共生推進本部会議、多文化共生推進協議会等との調整を図りながら施策

を推進する。 

外国人市民の増加が今後も見込まれる中、国、県等の関係機関と連携しつつ、

多言語での情報提供や相談を行う多文化共生総合相談ワンストップサービスセ
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ンターの体制を整備するとともに、外国人市民の日本語学習環境を強化するた

めの総合的な体制づくりに引き続き取り組む。 

外国人市民が集住する笹川地区においては、多文化共生サロンを中心に多文

化共生推進コーディネーターの戸別訪問などにより、外国人市民の生活実態や

ニーズの把握を行う。同時に、近隣に居住する日本人市民からも、外国人市民に

対する意識や交流状況を聴取し、地域団体等とも連携しながら、住民同士の交

流の促進、生活に根差した日本語の学習支援等、多文化共生の地域づくりのた

めの事業を実施する。 

また、近年は市内全域で外国人市民が増加していることから、テレビ電話通

訳サービス用のタブレット端末を活用し、地区市民センター窓口等における多

言語対応を進めるとともに、外国人市民に対する自治会加入や地域活動への参

加の働きかけなど、笹川地区における取り組みを踏まえ、全市的に多文化共生

社会の実現に向けた取り組みを進める。 

さらに、災害時において、外国人市民自らが、支援者の立場として行動できる

よう啓発・育成を行うとともに、外国人市民のコミュニティを把握し、外国人市

民のセーフティネットの構築を図る。 

 

【主な事業】  国際化事業補助金           ８，０００千円 

多文化共生推進事業費        ３６，００３千円 

笹川地区共生推進事業費        ８，５７２千円 

多文化共生サロン管理運営事業費    ４，５９９千円 

 
５．男女共同参画の推進について 

男女共同参画審議会、男女共同参画推進庁内調整会議等との調整を図りなが

ら、「男女共同参画プランよっかいち 2021～2025」に基づき施策を推進する。 

ワーク・ライフ・バランスの推進については、企業や団体に理解を深めてもら

うため、ワーク・ライフ・バランス啓発事業を実施する。また、女性活躍を推進

するため、働く女性、働きたい女性が抱える、キャリア形成や働く上でのさまざ

まな悩みに関する相談を継続して実施する。さらに、市内企業の女性従業員を

対象に、次世代リーダーを育成するためのキャリアアップ研修を行うとともに、

デジタルスキルの習得支援及びデジタル分野への就労支援を推進するための女

性デジタル人材育成事業を実施する。 

女性の相談やＤＶ相談については、多様化・専門化する相談に対応するため、

法律相談や心理相談を引き続き実施するとともに、相談員の資質向上やメンタ

ルケアを図る。加えて、シングルマザーや離婚を考えている子育て中の女性を

対象に家計相談を行うほか、男性の臨床心理士による男性のための電話相談を

実施する。また、孤独・孤立による不安や悩みを抱える女性が社会との絆・つな

がりを回復することができるよう、ＮＰＯ等の知見を活かした支援を行う。さ

らに、配偶者暴力防止対策として、若年層を対象とした男女平等教育・デートＤ

Ｖ予防教育推進事業を実施するとともに、ＤＶ防止講演会を開催するなど、Ｄ 
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Ｖは人権侵害であるという認識を広め、暴力を許さない意識づくりのための取

り組みを進めていく。 

 

【主な事業】 ワーク・ライフ・バランス推進事業費  ５，９１２千円 

学習機会提供事業費          ２，４１０千円 

相談事業費             １３，２７２千円 

配偶者暴力防止対策事業費       ３，３３５千円 

 
６．市民課事業について 

個人情報を正確かつ適正に管理し、戸籍や住所異動の届出受付、戸籍証明書や

住民票の証明発行などの窓口サービスを速やかに提供する。 

また、マイナンバーカード取得促進事業については、ショッピングセンターに

加えて郵便局やスーパー等の地域の身近な施設での申請サポートを行うことで

さらに多くの申請機会を提供するとともに、専任の会計年度任用職員による交

付体制を増強し、より円滑な交付業務を行っていく。 

 

【主な事業】 戸籍住民基本台帳情報システム運営費 ２２，７５０千円 

戸籍住民基本台帳事務費      １４７，０６９千円 

市民窓口サービスセンター運営費     ７，７３４千円 

住居表示管理経費           １，３７４千円 

番号制度関連経費          ２６５，１３４千円 

コンビニ交付事業費         ３７，７１６千円 

 
７．あさけプラザ事業について 

開館から38年を経過したあさけプラザは、施設等の安全性・利便性の向上と

長寿命化を図るため、計画的な改修工事を進めていく。令和５年度において

は、防犯カメラ更新や正面駐車場の改修を行うなど施設設備にかかる各種整備

工事を実施するとともに、アセットマネジメント事業として老朽化した空調機

器の更新を行う。 

また、地域の幅広い年代の人々が交流する広域複合施設として、今後も安全

で快適な施設運営に努めるとともに、安定的な貸館サービスの提供のほか、あ

さけプラザ主催の各種講座やコンサートなど自主事業の充実に取り組んでい

く。 

 

【主な事業】 あさけプラザ管理運営費（貸館事業） １１３，７８１千円 

       あさけプラザ管理運営費（図書館事業）  １，８２３千円 

       あさけプラザ整備事業費（貸館事業）  ３４，３５３千円 

       公共施設アセットマネジメント     ３６，５９０千円 

       あさけプラザ図書資料整備費       ３，０１０千円 

       あさけプラザ運営協議会負担金      １，３００千円 
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自治会連絡事務費 

 

１. 目的 

市民サービスの向上や、市民の市政への理解及び協力を得るため、迅速な市政情報

の提供や行政との連絡調整を行うとともに、自治会の活動が円滑に行われるよう四日

市市自治会連合会（以下「四自連」という。）や自治会への支援を行う。 

 

２. 内容 

（１）地域コミュニティ基盤強化事業           ３０５千円 

地域住民の自治会活動に対する理解を深め、自治会への加入及び参加を促進し、

自治会活動の推進を図るため、自治会が担う役割や活動内容等を紹介するパンフ

レットを配布し、あらゆる機会を捉えて広報・啓発を実施する。 

 

（２）【拡充】広報連絡等事務委託             ６４，８２６千円 

   市民サービスの向上や、市民の市政への理解及び協力を得るため、各自治会に

おけるポスター掲示や組回覧による市政情報の提供、市の施策や事業を円滑に進

めるための行政との連絡調整などを各地区連合自治会に委託する。 

 

●委託業務内容 

・ポスター掲示業務、組回覧業務 

・委託者と各自治会との連絡調整業務 

・公共事業の周知等の協力および災害時の罹災の取りまとめ業務 

・被表彰者や各種委員等の推薦に関すること 

・行政の各種調査業務、各地区自治会との連絡調整業務 

 

なお、昨今の物価上昇を勘案し、以下の通り委託料積算内訳の増額見直しを行う。 

 

区分 
令和４年度 

（変更前） 

令和５年度 

（変更後） 
備考 

連合自治会長割 81,400 円 84,000 円 
×連合自治会長数 

（想定：28 名） 

町自治会長割 61,500 円 63,500 円 
×自治会長数 

（想定：735 名） 

町数割 2,080 円 2,080 円 
×自治会数 

（想定：739 町） 

世帯数割 116 円 116 円 
×自治会加入世帯数 

（想定：122,967 世帯） 
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 （３）自治会事務委託（連合自治会研修等）       ２，７８９千円 

   四日市市と各地区連合自治会及び連合自治会各ブロックとの連絡調整、各連合自 

治会長及び各自治会長の業務遂行につながる能力向上のための研修等について、四 

自連に委託する。 

 

 （４）三重県自治会連合会活動等業務委託         ３５０千円 

   三重県自治会連合会と四日市市、四日市市内の各地区連合自治会及び各自治会と 

  の連絡調整、三重県自治会連合会活動に係る調査研究について、四自連に委託する。 

 

（５）四自連事務局運営事業費補助金               ４，５００千円 

  四自連事務局は、四自連と自治会及び市との連絡調整、自治会活動の啓発事業等

を行っており、四自連及び市内の自治会活動が円滑に行われるよう四自連に対し補

助金を交付する。 

    

 （６）永年勤続自治会長表彰に係る経費          ３７９千円 

   自治会長として永年勤続し、地域の発展、住民の福祉向上に尽力し、市政の円滑な運 

営に寄与した方の表彰を行う。 

 

 

３．予算額  ７３，１４９千円       （財源内訳）一般財源 ７３，１４９千円 

 （前年度  ７１，３２３千円） 

 

 
担当  市民生活部 市民生活課 

 浅野 

 ℡ ３５４－８１４６ 
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１．目的 

  特殊詐欺や悪質な電話勧誘等から、市内の高齢者の被害を未然に防止するため、固

定電話への自動通話録音警告機の設置を促進する。 

 

２．内容 

 （１）自動通話録音警告機購入費補助金             １，４００千円 

65 歳以上の市民が自動通話録音警告機を設置するための購入費を補助する。 

補助対象経費 
全国防犯協会連合会が推奨する「振込め詐欺見張り隊 新 117」

など電話機に外部接続可能な機器の購入に係る経費 

補助率、補助台数 補助率：１／２ 補助台数：２００台 

補助限度額 ７，０００円 （参考：製品名「新 117」定価 14,080 円） 

※新 117 は、三重県警察の自動通話録音警告機貸出し制度の貸出機種であり、四日市南・

北・西警察署内の地区防犯協会窓口で購入可能。設置等の相談にも応じている。 

 

（２）消費生活相談事業費（啓発物作成等）                ２００千円 

〔スケジュール〕 

   令和５年４月～５月 啓発物作成、５月の消費者月間等で周知啓発 

       ６月～   申請受付開始 

             

３．予算額  １，６００千円      （財源内訳）一般財源    １，６００千円 

                                              

 

 

 

 

 

機種の例 振込め詐欺見張り隊 新 117（L‐FSM‐N117） 

 

〔参 考〕三重県警察との制度比較 

 三重県警察 四日市市 

制度の内容 貸出制度（無料） 購入費補助制度（1/2） 

 

対象機器 

 

振込め詐欺見張り隊 新 117 

全国防犯協会連合会が推奨する

新 117 など電話機に外部接続可

能な機器 

台数 約 60 台（南 30 北 20 西 10） 200 台 

 

（新）自動通話録音警告機購入費補助金 

担当 市民生活部 市民生活課 

    市民・消費生活相談室 

    山田、近藤 

℡ ３５４－８１４７ 
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１．目的 

    一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすと

ともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の

ライフステージに応じて多様な生き方が選択できる社会の実現を目指す。 

 

２．内容 

 （１）ワーク・ライフ・バランス啓発事業            ６０千円 

    ワーク・ライフ・バランスの認識を深めてもらうとともに、各企業、団体に

よる取り組み促進のため、各種企業や団体へ講師を派遣して講座を実施する。 

 

 （２）女性就労相談事業                  １，０３６千円 

    働く女性、働きたい女性が抱える、キャリア形成や働く上でのさまざまな悩

みについて、キャリアカウンセラー等の専門家を相談員とした無料の相談窓口

を設置し、女性が自分らしく働いていくための支援を行う。 

 

 （３）女性従業員向けキャリアアップ事業        １，５０８千円 

    市内企業における中堅女性従業員が、次世代女性リーダーとして活躍するこ

とへの動機づけを図り、必要なスキルを身に着けるための研修会を開催する。 

 

 （４）【拡充】女性デジタル人材育成事業        ３，３０８千円 

    「女性デジタル人材育成プラン」に基づき、デジタルスキルの習得支援及び

デジタル分野への就労支援を推進するため、市内在住または在勤の女性を対象

に、デジタルスキルを習得する講座を新たに実施する。 

   ※講座は全 10 回程度、令和５年８月頃～令和６年２月頃を予定 

      

    

３．予算額  ５，９１２千円  （財源内訳）国庫支出金(3/4) ２，４７５千円 

  （前年度 ３，８３１千円）       一般財源     ３，４３７千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランス啓発事業 

ワーク・ライフ・バランス推進事業費 

担当 市民生活部 男女共同参画課 

濵瀬 

℡ ３５４－８３３１ 
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マイナンバーカード取得促進事業 

（番号制度関連経費） 

 

 

１．目的 

デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの普及促進を図るため、マイ

ナンバーカードの取得促進や交付の体制の強化を行う。 

 

２．内容 

（１）申請サポート及び出張申請受付           ８０，７２９千円 
 

従来のショッピングセンターに加えて、郵便局やスーパー等、地域の身近

な施設でも申請サポート業務委託を実施する。また、平日昼間の来庁が困難

な方のために、市職員が企業等へ出張し一括して交付申請を受け付ける出張

申請受付を実施する。 

 

  （２）会計年度任用職員（23 地区市民センター）     ５０，１１７千円 
 

窓口での申請サポート（写真撮影等）、新しいマイナンバーカードの交付及

び電子証明書の更新等の業務を行う会計年度任用職員を、各地区市民センタ

ーに１名ずつ配置する。 

 

  （３）ＷＥＢ予約管理システム及びコールセンター     ２５，６０４千円 
 

希望するマイナンバーカード受け取りの日時・場所をインターネットで予

約できるシステムとコールセンター業務委託を併せて運用することにより、

より円滑な交付業務を行う。 

 

（４）マイナンバーカード交付等運営経費        １０８，６８４千円 
 

四日市市地場産業振興センター（略称：じばさん）３階に窓口を開設して

いるマイナンバーカードサービスセンターの運営に係る経費 

 

３．予算額 ２６５，１３４千円  （財源内訳） 

（前年度 ３４９，４５３千円）   国庫支出金(10/10) ２５９，５８１千円 

                      一般財源        ５，５５３千円 

 

 

 担当 市民生活部 市民課 

   松岡 

   ℡ ３５４－８１５２ 
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健 康 福 祉 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

 感染状況が長期化している新型コロナウイルス感染症については、社会経済

活動との両立を図るための取り組みも進められているが、早期発見及び感染拡

大を防止するため、引き続き感染症対策に取り組む。また、感染状況が長期化

することにより、地域での支えあいや生活困窮者支援、孤独・孤立への対応等、

地域福祉を取り巻く環境は非常に厳しい状況にあるが、必要な福祉サービスの

提供が継続され、市民が安心して暮らすことのできるよう施策を講じていく。 

一方、「人生１００年時代」において、誰もがいつまでも健康で自立した生

活を送るために、働く世代から高齢者までのあらゆる世代が自らの健康に関心

を持ち、健康づくりを実践することで、健康上の問題で日常生活が制限される

ことなく、いきいきと活躍できる社会を目指し取り組んでいく。また、高齢者

や障害のある人をはじめ地域の人々みんなが、住み慣れた地域で自分らしく暮

らしていけるよう、公的福祉施策の適切な運営をはじめ、認知症施策の推進を

図るとともに、担い手の育成や地域づくりに努める。 

 

１．地域福祉について 

地域福祉の推進役で、地域の身近な相談相手である「民生委員・児童委員」

について、その役割や活動の周知等の支援を行い、活動がしやすい環境づく

りを進める。 

地域に暮らす誰もが、様々な課題を抱えながらも住み慣れた地域で自分ら

しく暮らせるよう、地域住民等が支えあう「地域共生社会」の実現に向け、

「重層的支援体制整備事業」に取り組み、地域住民の複雑化・複合化した支

援ニーズに対応できうる重層的な支援体制を構築する。 

高齢者、障害者、児童等の各分野における施策を推進していく上での共通

する考え方や基本的な方向を定めた「第４次四日市市地域福祉計画（2019年

度～2023年度）」の計画期間の最終年度であり、計画の進捗について評価を

行い、次期「第５次四日市市地域福祉計画（2024年度～2028年度）」の策定

のため、アンケート等基礎調査を実施することで、現状と課題の抽出を行い、

計画に盛り込むべき施策とその方向性について、四日市市地域福祉計画検討

委員会やワーキングでの検討を経て、計画の策定を行う。 

また、成年後見サポートセンターにおいては、相談・助言・情報提供、申

し立て手続き支援、制度の啓発等を行い、判断能力の不十分な人たちが安心

して地域で日常生活を送ることができる環境を引き続き整えていくとともに、

更なる成年後見制度の利用促進を図っていく。 

   

  【主な事業】民生委員・児童委員活動啓発事業       ２，２６１千円 

        重層的支援体制整備事業費           ９，１９１千円 
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地域福祉計画推進事業費         ４，７９１千円 

        成年後見サポート事業費     ２７，６５５千円 

 

２．高齢者福祉について 

本市の65歳以上人口は、令和４年10月１日現在、80,966人で、高齢化率は

約26.1％に達するなど、年々高齢化が進行している。これに伴い、一人暮ら

し高齢者や認知症高齢者も増加し続けており、地域の高齢者を取り巻く環境

は、ますます厳しくなりつつある。 

こうした状況のもと、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう医

療・介護・介護予防・生活支援などのサービスが切れ目なく一体的に提供さ

れる「地域包括ケアシステム」の深化・推進を目指して、「第８次介護保険

事業計画・第９次高齢者福祉計画」に基づいた介護保険事業・高齢者施策を

展開する。 

認知症フレンドリー社会の実現に向け、早期診断・早期対応体制の充実、

官民連携の推進などに重点的に取り組むほか、「介護予防・日常生活支援総

合事業」による住民主体の取り組みの育成・支援をさらに進めながら、地域

における介護予防の推進、生活支援の充実に努める。 

また、介護予防推進機能と認知症支援機能を備えた介護予防等拠点施設を

新たに設置し、高齢者の生活機能の維持・向上や認知症の人と家族に対する

支援の拡充に努める。 

 

  【主な事業】保険給付費（介護保険サービス）   ２０，７４６，３７９千円 

        地域包括ケア相談支援体制強化事業     ４０９，６６９千円 

高齢者の元気づくり支援事業         ８８，０９３千円 

介護予防・生活支援体制整備事業      １００，１５６千円 

        認知症総合支援事業             ８１，８０６千円 

介護予防等拠点施設関係事業 ５６，７０８千円 

 

３．障害者福祉について 

「第４次障害者計画」「第６期障害福祉計画」に基づき、障害のある人が

地域において自立した生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービ

スの利用に向けた計画相談支援の充実を図り、居宅介護事業、生活介護事業

などの障害者施策を推進する。また、住み慣れた地域で暮らし続ける場とし

ての共同生活援助事業などの自立支援給付事業について、利用状況や施設整

備の状況を把握し、安定した障害福祉サービスの提供に努める。 

引き続き、障害者医療費助成を行い、障害のある人が必要な医療を受ける

機会の保障とその負担の軽減によって、病状の進行や重症化の防止を図る。 

 

【主な事業】 居宅介護等事業費    ８０９，０００千円 

生活介護事業費   ２，２８６，０００千円 
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共同生活援助事業費    ９３５，０００千円 

計画相談支援事業費     ７９，０００千円 

障害福祉サービス事業所等通所費助成事業費  １８, ４００千円 

障害者医療費        ８７５，０００千円 

 

４．生活保護、生活困窮者自立支援について 

生活保護の状況は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化しているこ

ともあり、令和４年 12 月末時点において保護率 12.9‰（前年同）、受給世

帯は 3,054 世帯（前年比 16 世帯増）となっている。引き続き、きめ細かい相

談と保護の適正実施を行うとともに、就労支援等による自立を促していく。 

 生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対しては、自立に向けたプラ

ン作成や就労等の支援を行う自立相談支援事業、離職や就業機会の減少によ

り住居を失うおそれのある者を支援する住居確保給付金事業などを実施する

ほか、社会的孤立者に対して、一般就労に向けての支援を行う就労準備支援

事業を実施する。また、貧困の連鎖を断つため、生活保護世帯の中学生等を

対象とした子ども学習支援事業を実施する。 

 

【主な事業】 自立相談支援事業費       ４２，９５０千円 

住居確保給付金事業費      １４，２２７千円 

就労準備支援事業費        １０，８４９千円 

子ども学習支援事業費       １２，４６９千円 

生活保護適正化等事業費     １５，７２６千円 

扶助費       ６，４４５，０００千円 

 

５．国民健康保険について 

国民健康保険は、高齢者の加入割合が高く、一人当たりの医療費が増加

する一方、所得が低い加入者が多いという構造的な問題を抱えている。保

健事業や保険料の収納対策に積極的に取り組むと同時に、支払準備基金を

活用しながら適正な保険料率を設定し、安定的な運営に努めていく。 

保健事業については、被保険者が健やかに暮らしていけるよう、がん検

診や脳ドックの助成といった各種保健事業を引き続き実施するとともに、

特定健康診査の受診率や特定保健指導の利用率の向上、糖尿病性腎症重症

化予防事業の推進に取り組んでいく。 

保険料収納対策については、きめ細やかで丁寧な納付相談を行う一方、

支払い能力がありながら納付しない滞納世帯に対しては、財産調査を徹底

し滞納処分を行う。また、口座振替の徹底、電話や文書での催告など、初

期未納対策に取り組んでいく。 

 

【主な事業】 保険給付費             １８，４３６，３４５千円 

         保健事業費                ３５２，１３０千円 
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徴収費                   ３６，０４５千円 

 

６．在宅医療・介護連携事業について 

本市では、2040 年代には 65 歳以上人口が最大となり、医療や介護の需要

が、さらに増加することが見込まれる。住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を続けることができるよう、医療機関と介護関係事業所の連携強化を図り、

病院から退院した後、地域の中で切れ目なく必要な医療及び介護サービスが

提供できるよう体制の充実に努める。 

また、連携強化のために、医療・介護関係者からの相談に応じ、課題の抽

出や解決に取り組むとともに、市民向け講演会による在宅医療の周知啓発や、

訪問看護師をはじめとする在宅医療・介護関係者のスキルアップへの支援を

行う。 

 

  【主な事業】 在宅医療・介護連携推進事業費       １９，２３９千円 

介護・看護人材確保事業費   １，２３２千円 

在宅医療支援病床確保事業費補助金      ２，８００千円 

 

７．成人保健事業について 

がんを早期発見し治療につなげるため、市が実施する胃がん・大腸がん・

肺がん・乳がん・子宮頸がんのがん検診について、受診しやすい体制を整え

るとともに、個別がん検診受診勧奨強化などの取り組みにより、受診率の向

上を図る。 

高齢者のインフルエンザや肺炎球菌及び成人の風しんの予防接種を実施し、

発症予防や重症化予防に努める。 

健康づくり事業については、市民が若い頃からの健康への関心や健康リテ

ラシーの向上、望ましい生活習慣の定着に向けた取り組みが必要となるため、

職場において健康づくりの取り組みが推進されるよう、「健康経営」の普及

に向けた啓発を行うとともに、働く世代が楽しみながら歩くことや運動習慣

の定着が図れるよう事業を実施する。 

 

【主な事業】 市民健康づくり推進事業費            ４，０３２千円 

検診事業費                ５２３，７５３千円 

予防接種事業費（風しん・インフルエンザ・高齢者肺炎球菌） 

 ２７４，２７５千円 

 

８．保健予防事業について 

医務については、四日市市内の医療機関に対し、計画的に立入検査等を実

施し、適正な医療提供体制の堅持に努めるとともに、助言・指導や厚生労働

省の資料提供を通じ医療機関の自律的な取り組みを支援する。また、救急や

災害に強い医療体制の構築に向け、関係機関や三重県、三重郡３町と連携を
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強化する。 

感染症対策については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する

ため、市民への情報発信に努めるとともに、業務の重点化を図り重症化リス

クの高い陽性者への対応を迅速に実施する。 
また、自宅療養者についても、三重県や医師会、薬剤師会などの関係機関

と連携を図り、症状に応じた適切な医療が受けられるよう強化を図るととも

に、引き続き療養期間中の健康観察や相談窓口等を開設し、より安心して療

養生活が送れるよう支援する。 
インフルエンザやノロウイルス等をはじめとする感染症の予防に関しては、

予防方法の啓発を行うとともに、庁内関係課と連携し、集団感染リスクの高

い福祉施設等に対して衛生教育を実施する。 

精神保健については、こころの病気や精神障害のある要支援者等に対し、

精神科医師や保健師、精神保健福祉士等の専門職種によるこころの相談を実

施するとともに、自傷他害のおそれがある精神障害者に対し、必要な医療受

診を措置する。また、統合失調症やアルコール依存症等、精神障害に関する

正しい知識やこころの健康づくりの普及啓発などに取り組む。並びに自殺予

防として、相談機関や医療機関など関係機関と情報共有や連携を図るととも

に、自殺予防に対する正しい知識の普及啓発等に努め、未遂者支援を推進す

る。 

【主な事業】 感染症対策事業費（防疫対策等）   ２，１６４千円 

内訳 防疫対策事業費        １，４１９千円 

エイズ等対策事業費        ７４５千円 

        新型コロナウイルス感染症対策事業費 ７０１，２７４千円 

こころの健康づくり支援事業費    ７，３１０千円 

 

９．衛生指導事業について 

食の安全・安心については、計画的かつ重点的な食品関連施設等に対する

監視指導を実施するとともに、食品等の検査、食品表示の確認などを関係法

令に基づき適切に実施する。また、食品事業者のＨＡＣＣＰに基づく自主衛

生管理を、関連団体等と連携しながら推進する。 

薬事については、薬局等への監視指導を行い、安全性の確保や事故等の未

然防止に努める。また、薬物乱用防止対策については、薬物乱用防止対策協

議会が設立１５周年を迎え基調講演を実施するほか、地域の自治会等と協働

し薬物乱用防止啓発キャンペーンを実施するとともに、ライオンズクラブ、

学校薬剤師や警察と協力し、市内小中学校・高校に対し薬物乱用防止教室を

実施し、薬物乱用を許さないまちづくりを推進する。 

動物愛護管理については、飼い主や動物取扱業者に対して「適正飼養」に

ついての助言・指導・啓発を行う。また、県や動物愛護団体等と協働し、

犬・猫の譲渡事業を引き続き実施するとともに、犬猫の避妊等手術費補助事
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業を拡充し、飼い主のいない猫を減らす為の取り組みをさらに推進すること

により、犬・猫の殺処分数の減少を図る。 

生活衛生に関する事業については、理容所、美容所、公衆浴場、旅館等の

施設について、関係法令に基づき監視指導を行い、生活衛生の安全を確保す

る。 

 

【主な事業】 食の安全安心対策事業費（監視部門）    １１，９８１千円 

内訳 食品衛生監視指導事業費     ６，４８１千円 

食品検査事業費         ５，５００千円 

薬事関係対策事業費             ２，８３１千円 

動物愛護関係事業費            ５０，０８３千円 

環境衛生対策事業費               ２９９千円 

 

１０．衛生検査事業について 

感染症対策については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」により規定されている感染症に対し、感染の疑いがある人や感

染者の家族・接触者等の微生物保有検査を実施し、感染症発生の予防及び蔓

延防止に努める。また、感染をより早く発見することにより、早期治療や二

次感染防止につながるよう迅速な検査の実施に努める。 

食の安全安心対策については、安全な食肉・食品を提供するため、「と畜

場法」や「食品衛生法」に基づき、四日市市食肉センターに搬入された獣畜

全頭に対する適切なと畜検査や市内で流通している食品の収去検査を行う。

また、食中毒発生時には、原因究明のための迅速かつ正確な検査を実施し、

感染の拡大防止に努める。 

保健所政令市として健康危機管理対策の重要な役割を担う新たな衛生検査

施設の実施設計に着手する。 

 

【主な事業】 感染症対策事業費（検査部門）     ６，５３９千円 

            内訳 防疫対策事業費       ４，２７２千円 

 エイズ等対策事業費     ２，２６７千円 

 食の安全安心対策事業（検査部門） ２２，９３７千円 

内訳  食肉衛生検査事業費 １２，０８２千円 

食品検査事業費    １０，８５５千円 

 （仮称）保健所衛生検査施設新築事業    １８，８００千円 

 

 

78



 

 

１．目的 

民生委員・児童委員のなり手不足が深刻化するなか、民生委員・児童委員の制度や仕

事、役割を広く市民に対し周知し、身近な福祉の相談役である民生委員・児童委員の重

要性の理解・浸透に努めることで、民生委員・児童委員の人材発掘・確保を図る。 

 

 

２．内容 

  ５月 12 日の「民生委員・児童委員の日」に合わせ、毎年５月を民生委員・児童委員の

活動強化月間とし、四日市市民生委員児童委員協議会連合会と協力しながら、広く市民

に民生委員・児童委員の制度や活動を知ってもらい更なる理解を図る。また、市ホーム

ページをはじめ、数多くの広告媒体等を使い、年間を通して活動を紹介し、ＰＲ活動を

展開する。                        

 

（１）「民生委員・児童委員の日」に合わせたパネル展・街頭ＰＲの実施 

  市民が集まる商業施設のイベントスペースで、民生委員・児童委員の制度や活動が分

かるパネル展と街頭ＰＲを行う。 

７５２千円 

（２）「民生委員・児童委員の日」に合わせた公共施設等でのＰＲ活動の実施 

５月の 1 ケ月間、近鉄四日市駅前や商店街など、多くの市民の目のつく場所に横断幕

や懸垂幕を設置するほか、地区市民センター等の公共施設でのＰＲポスターの掲示を行

うことで、民生委員・児童委員の認知度を高める。 

 ４０９千円 

（３）民生委員・児童委員の動画の配信 

  民生委員・児童委員の活動を紹介する動画を製作し、市ホームページで配信すること

で、その制度や活動を周知する。また、制度を簡単にまとめた 30 秒動画を作成し、庁内

の広告モニターや市内の屋外ＬＥＤモニターで放映を行う。 

１，１００千円 

 

 

３．予算額  ２，２６１千円     （財源内訳）一般財源 ２，２６１千円 

 

（新）民生委員・児童委員活動啓発事業 

（社会福祉一般事業費） 

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   中森 

   TEL ３５４－８１０９ 
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１．目的 

地域に暮らす誰もが、様々な課題を抱えながらも住み慣れた地域で自分らしく暮らせ

るよう、地域住民等が支えあう「地域共生社会」の実現に向け、「重層的支援体制整備

事業」に取り組み、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応できうる重層的な

支援体制を構築する。 

 

２．内容 

  「重層的支援体制整備事業」を構成する次の５事業のうち、③～⑤の事業を健康福祉

課で新たに実施するために必要となる事務補助職員の雇用、重層的支援システムの構築、

公用車１台のリース等を行う。 

① 包括的相談支援事業 

介護、障害、子ども、困窮に関する各法に基づき、対象者の世代や属性に関わら

ず、相談できる環境を整備し、受け止め、必要な機関につなぐ。 

② 地域づくり事業 

 介護、障害、子ども、困窮に関する各法に基づき、地域住民が地域社会に参加す

る機会の確保等、地域づくりに向けたコーディネイトを行う。 

③ 参加支援事業（新設） 

 既存の事業では対応できない狭間のニーズを抱えた対象者に対応するため、抱え

る課題を把握し、地域の社会資源や支援メニューとのコーディネイト、マッチング

を行う。 

④ 多機関協働事業（新設） 

     包括的相談支援事業からつながれた単独の支援機関では対応が難しい、複雑

化・複合化した支援ニーズについては、重層的支援会議等を通じて各支援機関が

連携し、役割分担や支援の方向性を定める。 

⑤ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（新設） 

 複雑化・複合化した支援ニーズを抱えながらも必要な支援が届いていない対象者

に対し継続的な伴走支援を行う。 

 

３．予算額  ９，１９１千円    （財源内訳）国庫支出金(1/2) ４，５９６千円 

                        県支出金(1/4)   １，９９１千円 

一般財源     ２，６０４千円 

 

（新）重層的支援体制整備事業費 

（健康福祉課分） 

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   中森、杉村 

   TEL ３５４－８１０９ 
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１．目的 

高齢化の進行とともに認知症高齢者が増加する中、認知症の人と家族が住み慣れた

地域でいきいきと安心して暮らし続けられるよう、認知症があっても、なくても、誰

もが暮らしやすい認知症フレンドリー社会の実現を目指す。 

 

２．内容 

 （１）認知症高齢者等個人賠償責任保険等負担金               ３９７千円 

認知症高齢者が日常生活上の事故等に遭い、賠償責任を負った場合に備える損害

賠償責任保険に市が加入し、認知症高齢者や介護する家族の不安・負担を軽減す

る。 

 

（２）認知症早期診断事業費                 １０，１０５千円 

高齢者が無料で簡易な認知機能検査を受診できる仕組みである認知症早期診断事

業を実施することで、認知症の早期発見・早期対応を進め、認知症の進行及び重症

化の遅延に取り組むとともに、事業を通じて市民の認知症への関心を高め、認知症

予防に取り組む意識の醸成を図る。 

 

（３）認知症初期集中支援推進事業費             ３４，７７９千円 

市内３カ所の地域包括支援センターに配置した認知症初期集中支援チームが、認

知症が疑われる人や認知症の初期段階にある人などの家庭を訪問し、適切な治療や

介護サービスなどにつなげるための支援を行う。 

 

（４）【拡充】認知症地域支援・ケア向上事業費        ２８，１２７千円 

市及び地域包括支援センターに配置した認知症地域支援推進員が中心となって、

啓発イベントや認知症フレンドリー宣言にかかる啓発などを実施し、認知症に関す

る地域の理解の促進に努めるとともに、認知症フレンドリーなまちづくりを目指

し、民間企業との連携体制構築に取り組む。 

 

（５）認知症カフェ推進事業費                 ５，１２５千円 

認知症の人の社会参加、家族の負担軽減等のため、認知症の人とその家族、地域

住民、医療・介護の専門職が気軽に集える認知症カフェの運営を社会福祉法人等に

委託して実施する。 

 

 

一般会計、介護保険特別会計 

認知症総合支援事業 
認知症高齢者等個人賠償責任保険等負担金、認知症早期診断事業費 

認知症初期集中支援推進事業費、認知症地域支援・ケア向上事業費 

認知症カフェ推進事業費、認知症高齢者家族介護支援サービス事業費 

認知症サポーター等養成事業費 
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（６）認知症高齢者家族介護支援サービス事業費            ２，３５９千円 

認知症高齢者等に対して、位置情報を検索できる小型のＧＰＳ機器を無償で給付

するとともに、インターネット上の伝言板にアクセスできるＱＲコードシールを配

付し、行方不明となった認知症高齢者の早期発見の体制を確保する。 

 

（７）認知症サポーター等養成事業費                    ９１４千円 

認知症に関する理解を広げるため、認知症についての正しい知識や接し方を学

び、良き理解者として、できる範囲で認知症の人と家族をサポートする「認知症サ

ポーター」及び「認知症サポーター」から一歩踏み出し、具体的な支援に携わるパ

ートナー（ボランティア）である「認知症フレンズ」の養成を進める。 

 

３．予算額  ８１，８０６千円 （財源内訳）国庫支出金（38.5/100）２７，４５２千円 

（前年度 ７６，４５２千円）      県支出金（19.25/100）  １３，７２６千円 

 その他特財（23/100）（介護保険料）  

１６，４００千円 

 一般財源       ２４，２２８千円 

 

 担当 健康福祉部 高齢福祉課 

瀬古 

℡ ３５４－８１７０ 
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１．目的 

高齢化の進行に伴い、健康寿命の延伸や認知症施策の推進が重要な課題となるなか、

介護予防及び認知症支援の拠点を整備することで、高齢者の生活機能の維持・向上や認

知症の人と家族に対する支援の拡充を図る。 

 

２．内容 

（１）訪問型サービスＣ事業費、通所型サービスＣ事業費  １７，７０９千円 

  拠点施設に配置した理学療法士が、フレイル傾向にある高齢者に対して、短期間（原

則３カ月間）、生活機能向上のための指導を行うとともに、各地域での介護予防活動（通

いの場など）への橋渡しを行う。 

   

（２）介護予防普及啓発事業費               １，０１７千円 

  拠点施設に配置した理学療法士が中心となり、定期的に講座を実施するとともに、広

く市民に介護予防を啓発するイベントを実施する。 

 

（３）認知症地域支援・ケア向上事業費          １９，１８４千円 

  認知症に関するワンストップ窓口として、拠点施設に配置した認知症地域支援推進員

等の専門職が、認知症の人や家族等からの相談に応じ、必要な支援につなげる。 

また、認知症の初期段階にあり、介護保険サービス等の対象となりにくい人等を対象

に、本人ミーティング、ピアサポート、社会参加活動の体験等を実施し、認知症カフェ等

の情報も提供しながら各地域の活動への橋渡しを行う。 

 

（４）介護予防等拠点施設管理運営費              １８，７９８千円 

新施設の維持管理にかかる業務を行う。 

 

※（１）～（３）にかかる業務は、これらを一括して実施できる医療法人等に委託し、

（４）の業務については、従来から、四日市市老人クラブ連合会の支援を行うととも

に、施設の維持管理業務を担ってきた四日市市社会福祉協議会へ委託して実施する。 

 

 

 

 

一般会計、介護保険特別会計 

（新）介護予防等拠点施設関係事業 
訪問型サービスＣ事業費、通所型サービスＣ事業費 

介護予防普及啓発事業費、認知症地域支援・ケア向上事業費 

介護予防等拠点施設管理運営費 
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３．予算額 ５６，７０８千円 （財源内訳）国庫支出金（38.5/100・25/100） 

１２，０２５千円 

      県支出金（19.25/100・12.5/100） 

６，０１３千円 

その他特財（27/100・23/100）（介護保険料等） 

１８，４１９千円 

一般財源       ２０，２５１千円 

 

 

担当 健康福祉部 高齢福祉課 

   瀬古 

   TEL ３５４－８１７０ 
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１．目的 

  障害福祉サービス事業所の利用者を対象とした通所費の助成制度について、令和５年

10月に助成要件の緩和や給付率の基準となる所得判定の見直しなどの制度改正を行うこ

とにより、障害者の社会的な自立に向け、支援内容の充実を図る。 

 

２．内容 

（１）【拡充】改正内容 

  ①助成要件の見直し 

月に事業所開所日数の半分以上の通所を助成要件としていたが、通所実績に応じて

１日単位から支援の対象とする。 

  ②所得判定の見直し 

   利用者の全ての同居家族の所得による判定から、障害者総合支援法の障害福祉サー

ビスに準じた所得判定に改め、本人及び配偶者の所得に応じた助成額とする。 

  ③請求手続きの見直し 

   実額ベースの証明書類の添付による請求手続きから、最も合理的な通所経路・方法

に基づく基準額をベースとした手続きに改める。 

 

（２）改正後の制度内容 

 

  所要額（通所に要する費用） ＝ 基準額（日額） × 通所日数 

   ※基準額（日額）：原則として最も経済的かつ合理的と認められる経路・方法により 

算出された１日の通所に要する額。 

    ※公共交通機関を利用する場合は、１か月定期料金の額を上限とする。 

  給付額 ＝ 所要額 × 給付率 

世帯の課税状況 給付率  

※世帯の課税状況 

＝本人・配偶者の課税状況 

 市民税非課税世帯 100% 

 市民税課税世帯    50% 

    ※四日市障害保健福祉圏域（四日市市、菰野町、川越町、朝日町）以外の事業所に 

通所する場合は、15,000 円が上限。 

  運用開始 令和５年 10 月から 

 

 

３．予算額  １８，４００千円   （財源内訳）一般財源 １８，４００千円 

（前年度 １３，０００千円） 

障害福祉サービス事業所等通所費助成事業費 

担当 健康福祉部 障害福祉課 

   田中 

   TEL ３５４－８５２７ 
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１．目的 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき、新型コロナ

ウイルス感染症の発生予防及び感染症の拡大防止を図る。 

 

 

２．内容 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、市民への情報発信に努めると

ともに、業務の重点化を図り重症化リスクの高い陽性者への対応を迅速に実施する。ま

た、医療機関等における検査に要する費用や陽性者への入院医療費を一部負担し、療養

を支援する。 

さらに、自宅療養者についても、三重県や医師会、薬剤師会などの関係機関と連携を図

り、症状に応じた適切な医療が受けられるよう強化を図るとともに、引き続き療養期間

中の健康観察や相談窓口等を開設し、より安心して療養生活が送れるよう支援する。 

 

【新型コロナウイルス感染症陽性者数及び検査実施件数】           

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

新規陽性者数（人） １ 381 11,166 59,545 

検査実施数（件） 69 12,625 59,321 49,886 

※令和 4 年度：4月～12 月末 

 

 

３．予算額  

７０１，２７４千円  （財源内訳） 

（前年度 ４３５，４３９千円） 国庫支出金（3/4・1/2）   ２４０，７８５千円 

                 県支出金  （10/10）    ２５３，１６８千円 

                一般財源                 ２０７，３２１千円 

 

 

担当 健康福祉部 保健予防課 

吉澤 

℡ ３５２－０５９５ 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業費 
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１．目的 

飼い犬及び飼い猫の避妊等手術に対し補助金を交付することで、捨て犬及び捨て猫

の防止を図る。 

また、飼い主のいない猫の避妊等手術に対し補助金を交付することで、飼い主のい

ない猫の迷惑行為や糞尿被害などを防止し、繁殖を抑え、人と猫が共生できる街づく

りを推進する。 

 

２． 内容 

【拡充】飼い主のいない猫の避妊等手術に対する助成上限額の引き上げを行う。 

   改定前         改定後 

オス   ５，０００円  →   ７，０００円 

メス   ６，０００円  →  １０，０００円 

 

飼い主のいない猫避妊等手術費補助件数と猫殺処分数の推移 

 

 

 

３．予算額  ９，１２９千円     （財源内訳） 一般財源  ９，１２９千円  

(前年度  ８，００１千円)  

 

 

 

犬猫避妊等手術費助成補助金 

担当 健康福祉部 衛生指導課 

神谷 

℡ ３５２－０５９１ 

頭 頭 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度    R2 年度 R3 年度 
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１．目的 

食中毒の拡大防止や感染症の蔓延防止措置を速やかに講じるためには、迅速・正確な

検査を行うことが必要であり、保健所政令市として健康危機管理対策の重要な役割を担

うべき衛生検査施設を整備する。 

 

２．内容 

食品衛生検査所（衛生検査部門）については、三重県四日市庁舎北館棟を借用し、保

健所検査業務を行っている。令和８年度の供用開始に向け、鈴鹿山麓リサーチパーク内

に衛生検査を実施する施設を新築し、検査体制の充実を図る。 

令和４年度に基本設計を行っており、令和５年度は実施設計を行う。 

 

【保健所衛生検査施設新築事業費】 

（１）衛生検査施設新築 実施設計委託費  １８，４００千円 

（ ＲＣ造または鉄骨造平屋建て、延べ面積約７００㎡、外構整備計画を含む ） 

 

（２）手数料           ４００千円 

計画通知申請手数料（建物計画通知）            １１０千円 

構造適合性判定手数料          １６０千円 

建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料       １３０千円 

 

 

【施設整備スケジュール】 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額  １８，８００千円  （財源内訳）一般財源 １８，８００千円   

（前年度  １０，６００千円） 

基本設計
地質調査
実施設計
建築工事
備品購入
移転準備

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

供用開始

担当 健康福祉部 食品衛生検査所 

   名嘉眞 

   ℡ ３５２－０６０９ 

（仮称）保健所衛生検査施設新築事業 

（保健所関連施設整備事業費（食品衛生検査所）） 
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歳　　入 （単位：千円）

令和５年度 令和４年度
当初予算(案) 当初予算

１ 国民健康保険料 5,457,302 5,460,875 △ 3,573 

一般被保険者 5,455,937 5,459,399 △ 3,462 

現年分 (5,145,269) (5,141,483) (3,786)

過年分 (310,668) (317,916) (△ 7,248)

退職被保険者等 1,365 1,476 △ 111 

現年分 (3) (3) (0)

過年分 (1,362) (1,473) (△ 111)

4 4 0

1 1 0

４ 県支出金 18,748,430 18,053,341 695,089
医療給付費に充てるための交付
金等

５ 財産収入 1,680 1,384 296
国民健康保険支払準備基金の運
用益

６ 繰入金 2,452,813 2,082,787 370,026 一般会計及び基金からの繰入金

一般会計繰入金 1,827,017 1,820,945 6,072

基金繰入金 625,796 261,842 363,954

７ 繰越金 100,000 100,000 0 前年度からの繰越金

８ 諸収入 80,770 82,608 △ 1,838 第三者納付金、延滞金など

　　合　　　　計 26,841,000 25,781,000 1,060,000

国民健康保険特別会計

国民健康保険事業の被保険者の
保険料

科　　　　目

３ 国庫支出金

２ 一部負担金

比　　較 説　　明
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歳　　出 （単位：千円）

令和５年度 令和４年度

当初予算(案) 当初予算

295,393 292,914 2,479
国民健康保険事業運営のための一
般事務経費

18,436,345 17,728,331 708,014
医療機関で支払う本人負担分を除
いた費用等

7,579,218 7,232,092 347,126
医療給付費等の財源として県に納
める納付金

医療給付費分 5,097,819 4,905,846 191,973

後期高齢者支援金等分 1,902,878 1,781,031 121,847

介護納付金分 578,521 545,215 33,306

４ 財政安定化基金拠出金 1 1 0

５ 保健事業費 352,130 349,667 2,463
特定健診実施費用、ヘルスアップ
事業、がん検診等の費用の一部を
負担する経費など

６ 基金積立金 1,680 1,384 296
国民健康保険支払準備基金への積
立金

７ 公債費 100 100 0 一時借入金利子

８ 諸支出金 76,133 76,511 △ 378
過年度に受けた交付金の精算にか
かる費用、過年度に収納した保険
料の過誤納付金を返還する費用

９ 予備費 100,000 100,000 0 保険給付費等の超過に充てる

　　　合　　　　計 26,841,000 25,781,000 1,060,000

　　　　櫻井

　　　　℡　３５４－８１５８

２ 保険給付費

科　　　　目 比　　較 説　　明

１ 総務費

　担当　健康福祉部　保険年金課

３ 国民健康保険事業費
　 納付金
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(単位：千円)

令和５年度 令和４年度

当初予算(案) 当初予算

１．保　険　料 5,085,204 4,946,489 138,715

２．分担金及び負担金 35,967 23,469 12,498
三重郡三町からの介護認定審査会
共同設置負担金

３．使用料及び手数料 3,540 0 3,540 総合事業にかかる利用者手数料

４．国 庫 支 出 金 4,939,857 5,104,968 △ 165,111
保険給付費等に応じて支払われる
国からの負担金等

５．支払基金交付金 5,886,672 5,836,445 50,227
40歳から64歳までの被保険者の保険料（社会
保険診療報酬支払基金より保険給付費等に応
じて支払われる交付金）

６．県 支 出 金 3,104,802 3,145,380 △ 40,578
保険給付費等に応じて支払われる
県からの負担金等

７．財 産 収 入 7,462 5,294 2,168 介護保険給付費支払準備基金の運用益

８．寄　附　金 1 1 0 寄附金

９．繰　入　金 3,870,133 3,726,982 143,151

10．繰　越　金 40,000 40,000 0 前年度からの繰越金

11．諸　収　入 9,362 9,972 △ 610 第三者行為に係る損害賠償金等

22,983,000 22,839,000 144,000

　歳　　　入

65歳以上の被保険者の保険料

一般会計繰入金

合　　　計

科　　　　目 説　　明比　　較

介護保険特別会計
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(単位：千円)

令和５年度 令和４年度

当初予算(案) 当初予算

１．総　務　費 856,521 675,307 181,214 介護保険事業運営のための一般事務経費

２．保 険 給 付 費 20,746,379 20,570,730 175,649 各介護サービスにかかる費用

３．基 金 積 立 金 7,462 5,294 2,168 介護保険給付費支払準備基金への積立金

４．地域支援事業費 1,215,601 1,537,035 △ 321,434 総合事業・包括的支援事業等にかかる費用

介護予防・生活支援
サービス事業費

990,996 979,244 11,752

訪問型サービス事業費
通所型サービス事業費
介護予防・生活支援体制づくり事業費
審査支払手数料　等

一般介護予防事業費 11,548 74,591 △ 63,043
介護予防普及啓発事業費
地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業費

包括的支援事業費 102,868 371,720 △ 268,852
認知症総合支援事業費
地域ケア会議推進事業費
在宅医療・介護連携推進事業費

任意事業費 110,189 111,480 △ 1,291

おむつ支援事業費
訪問給食事業費
緊急通報ｼｽﾃﾑ事業費
介護ｻｰﾋﾞｽ相談員派遣事業費　等

５．公　債　費 300 300 0 一時借入金利子

６．諸 支 出 金 156,237 49,834 106,403 介護保険料還付金等

７．予　備　費 500 500 0

22,983,000 22,839,000 144,000

.

合　　　計

　歳　　　出

科　　　　目 説　　明比　　較

担当 健康福祉部 介護保険課

山岸
TEL ３５４－８４２５

92



歳　　入 （単位：千円）

科　　目
令和５年度

当初予算(案)
令和４年度
当初予算

比　　較 説　　明

3,496,428 3,487,897 8,531 広域連合にて算定する保険料

後期高齢者医療保険料 3,496,428 3,487,897 8,531

特別徴収保険料 2,055,015 2,014,526 40,489

普通徴収保険料 1,441,413 1,473,371 △ 31,958

２ 使用料及び手数料 1 1 0

３ 寄附金 1 1 0

４ 繰入金 3,843,220 3,558,005 285,215 一般会計からの繰入金

保険基盤安定繰入金 667,157 659,889 7,268 県３／４

療養給付費負担金繰入金 2,843,089 2,648,184 194,905 広域連合にて算定　市の負担金

その他広域連合負担金繰入金 253,526 161,456 92,070 広域連合事務費、健康診査等

職員給与費等繰入金 79,448 88,476 △ 9,028

５ 繰越金 1 1 0 前年度からの繰越金

６ 諸収入 35,349 38,095 △ 2,746
延滞金、広域連合からの返還金
など

　　合　　　　計 7,375,000 7,084,000 291,000

歳　　出 （単位：千円）

科　　目
令和５年度

当初予算(案)
令和４年度
当初予算

比　　較 説　　明

104,292 116,907 △ 12,615
後期高齢者医療制度事務実施
のための一般事務経費

7,261,273 6,958,154 303,119 広域連合規約に基づく負担金

一般管理事務費負担金 168,454 82,556 85,898

健康診査事業負担金 38,781 35,827 2,954

健康診査事業事務費負担金 14,634 13,641 993

保険料等負担金 3,497,501 3,488,625 8,876

保険基盤安定制度負担金 667,157 659,889 7,268

療養給付費負担金 2,843,089 2,648,184 194,905

市町負担金 31,657 29,432 2,225

50 50 0 一時借入金利子

8,885 8,389 496
過年度に収納した保険料の過
誤納付金を返還する費用

500 500 0

　　　合　　　　計 7,375,000 7,084,000 291,000

後期高齢者医療特別会計

　担当　健康福祉部　保険年金課

　　　　櫻井

　　　　℡　３５４－８１５８

５ 予備費

４ 諸支出金

３ 公債費

２ 後期高齢者医療
　 広域連合納付金

１ 後期高齢者医療保険料

１ 総務費
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こ ど も 未 来 部 
 

 

新年度予算における基本的な方針 

近年の社会・経済状況の変化に伴い、少子化をはじめ核家族化の進展、共働

き家庭の増加や地域の関わりの希薄化などにより、子どもや子育てを取り巻く

環境は大きく変化している。さらに、長期化するコロナ禍により、保護者の就

労や家計への影響など、以前よりも子育て環境は厳しさを増しており、また、

子どもの貧困やヤングケアラーなどの課題も顕在化してきている。 

こうした中、本市は総合計画に基づき、子育て世代が安心して子どもを産み

育てることができるよう、妊娠から出産・乳幼児・青少年に至るまで途切れの

ない施策を展開し、子ども一人ひとりの成長に応じたより一層の子育て支援の

充実を図っていく。 

 

１．就学前の教育・保育について 

就学前の子どもの健やかな成長にとって適切な環境が確保され、良質かつ

適切な教育・保育が提供されるよう体制を整備する。 

就学前の保育については、北部ブロックにおける民間保育所の増築に対し

て補助を行い保育の受入れの拡大を図るとともに、就労奨励金支給制度を開

始するなど、更なる保育士等の確保及び定着化に向けた支援に取り組む。ま

た、民間保育所等が行う特別保育への補助を行い、引き続き保護者の働き方

に応じた多様な保育サービスの充実を図る。 

就学前の教育については、引き続き適切な集団規模での教育環境の確保に

取り組む。令和５年度においては、富洲原・八郷・下野地区内における公立

保育園の認定こども園への移行準備、認定こども園への移行を希望する私立

園の支援を行う。また、市内の公私立の幼稚園・こども園・保育園における

教育・保育の更なる質の向上を図るため、幼児教育センターを開設し、研修

体制の強化や専門アドバイザーによるアウトリーチ型支援を行うとともに、

体験型幼児教育活動を推進する。子ども・子育て支援新制度により施設型給

付の適用を受ける私立幼稚園に対しては、良質な就学前教育を保障するため

に財政支援を行う。 

 

【主な事業】保育所事務費事業費           ３，７１６，９６８千円 

特別保育促進事業              １９３，８７５千円 

（乳児保育促進事業費             ２０，４９２千円） 

（延長保育事業費               ５０，４３８千円） 

（一時保育事業費               ４８，１７４千円） 

（休日保育事業費                ９，０００千円） 
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（病児・病後児保育事業費          ６５，７７１千円） 

民間保育所等整備事業             ５９，９６３千円 

保育所管理運営費（うち、笹川・笹川西保育園用地購入）          

２０７，１２０千円 

幼児教育センター整備事業            ８，４２８千円 

幼児教育推進事業               ２２，９０４千円 

認定こども園化移行準備経費           ７，６５０千円 

地域型保育事業費              ７９５，４２７千円 

幼稚園事務費事業費             ８５８，９９０千円 

保育士等人材確保事業            ２０４，７０８千円 

子育て施設等利用給付事業費         ７１１，２７０千円 

 

２．子育て家庭への支援について 

子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげ、保護者が安心して子育てがで

きるよう、子育て家庭を対象としたきめ細かな支援を行う。令和５年度は、次

期子ども・子育て支援事業計画の策定に向けたニーズ調査と子どもの生活実態

調査を行い、現在の状況把握を行うとともに、必要な支援についても的確に把

握できるよう取り組む。 

児童手当等の各種手当をはじめ、中学校修了前までの子ども医療費助成を着

実に実施し、子どもの疾病の早期発見、早期療養、重篤化の防止と、子育て世

帯の経済的負担の軽減を引き続き図っていく。 

また、親子で利用できる地域の子育て支援センターやこども子育て交流プラ

ザ等において、育児相談や様々な体験、交流の場の提供のほか、子育てに関す

る情報の提供を行い、それぞれの家庭の状況に応じた適切なサービスにつなが

るよう取り組む。 

学童保育事業については、子どもたちが安全・安心な環境で放課後等を過ご

すことができるよう、学童保育所の運営や施設の新築・改修にかかる補助や職

員の賃金改善にかかる補助を行うほか、運営の負担軽減に資する様々な支援、

研修体制の充実による保育の質の向上を図る。 

子どもの貧困に対する取り組みとして、ひとり親家庭等については、専任の

支援員を中心にきめ細かな相談を行うとともに、各種給付金を支給する他、新

たに養育費に関する公正証書の作成等にかかる費用の支援を行い、生活の安定

や自立を促進する。 

また、地域で行われる子ども食堂やフードパントリー等の取り組みを支援す

るなど、関係機関及び関係各課と連携しながら取り組んでいく。 

 

【主な事業】子ども医療費              １，０６５，０００千円 
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      児童手当                ４，６０６，９５０千円 

児童扶養手当                ９７４，０００千円 

地域子育て支援拠点事業費補助金        ９１，７４０千円 

父親の子育てマイスター事業費          ４，０７７千円 

こども子育て交流プラザ事業費         ４４，１７８千円 

児童館自主事業費                １，９９８千円 

学童保育推進事業              ７３８，２４２千円 

ファミリー・サポート・センター事業費     １５，６２４千円 

子育て支援ショートステイ事業費         ４，０７８千円 

ひとり親家庭等日常生活支援事業費        ２，２３８千円 

母子家庭等自立支援給付金事業費        １９，６７３千円 

家庭児童相談経費（うち、養育費に関する公正証書作成費等補助金）   

６００千円 

子ども食堂等支援事業費補助金         １０，２６４千円 

子ども・子育て支援事業計画推進事業費     １０，４３６千円 

 

３．子どもの発達支援について 

 発達支援が必要な子どもをもつ家庭のニーズが多様化する中、一人ひとりの

課題に合わせた丁寧な支援を行っていく。 

適切な支援が行われるよう、引き続き、心理判定員、言語聴覚士、保育士、

教員等が、保健・福祉・教育・医療の関係機関と連携し、子どものライフステ

ージに沿った教室の開催や相談を実施する。 

 このほか、相談支援事業所の体制強化に資するための補助事業や障害児相談

支援委託事業を実施し、途切れのない支援の充実に取り組む。 

さらに、継続的な発達支援が必要な子どもには、放課後等デイサービスなど

の障害児通所支援事業の利用につなぎ、生活能力の向上や社会との交流の促進

を図る。 

  また、あけぼの学園においては、地域の中核的な役割を果たす支援施設と

して、引き続き発達支援が必要な子どもや保護者への支援を行う。 

 

【主な事業】障害児通所事業費            １，９０８，９４３千円 

プロジェクトＵ－８事業費                  ５，１３８千円 

障害児相談支援事業所体制強化補助事業費     １２，２１０千円 

障害児相談支援委託事業費            ７，７７９千円 

児童発達支援センター管理運営費        ６７，６０２千円  

児童地域支援事業管理運営費           ５，２３１千円 

 

４．児童虐待防止について 

子ども家庭総合支援拠点として、引き続き、子どもの身近な場所における専
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門的な相談や継続的な支援を行っていくとともに、「四日市市子どもの虐待及

び配偶者からの暴力防止ネットワーク会議」を中心に、関係機関や地域との連

携を図りながら、要保護・要支援児童の情報共有や必要な支援の検討を行って

いく。 

子育て中の親や家庭を支援するため、養育支援訪問事業に加え、育児フォロ

ーアップ事業を実施し、育児に関する不安や悩みの傾聴及び助言、育児手技の

伝達等を行い、保護者の負担や不安を軽減する。また、支援対象となる子ども

とその家族へ、食料品の提供等を行いながら、定期的な家庭訪問を通して、見

守り支援を行う支援対象児童等見守り強化事業を実施し、児童虐待の未然防止

を行う。 

また、子どもの権利が守られるよう、児童虐待防止及びヤングケアラ―にか

かる啓発を実施していく。 

 

【主な事業】児童虐待防止対策事業費             １９，９０４千円 

 

５．母子保健事業について 

妊娠期から育児期における子育て世代の出産や育児に関する様々な不安や

悩みの解消を図るため、各種健診や訪問等の機会を通じて、妊産婦及び保護者

の育児に関する不安や悩み、養育環境における課題などの把握に努めるととも

に、関係機関と連携しながら適切な支援につなげる。 

また、全ての妊婦、子育て世帯が安心して出産・子育てができるよう、妊娠

期から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、必要な支援につなぐ「伴走型相

談支援」を充実させるとともに、妊娠及び出産時に、出産・育児関連用品の購

入や子育て支援サービスの利用にかかる負担を軽減するための「経済的支援」

として、出産・子育て応援金の支給を一体的に実施する。 

予防接種事業については、感染症の罹患防止及び適切なワクチン接種を推進

するため、啓発及び相談に努める。 

不妊治療医療費助成事業については、引き続き自己負担分に対して助成を行

う。 

 

【主な事業】妊産婦乳幼児健康診査事業費          ３４５，７７１千円 

      妊産婦乳幼児保健指導事業費           ２８，２９０千円 

こんにちは赤ちゃん訪問事業費           ８，５５６千円 

新生児聴覚スクリーニング検査助成事業費       ６，８５８千円 

妊婦新型コロナウイルス感染症検査費用助成事業費 １２，０００千円 

中学生ピロリ菌検査事業費             ５，５０１千円 

      出産・子育て応援事業費・事務費        ５３１，７７４千円       

予防接種事業費                    ８４３，０１９千円 

      任意予防接種助成事業費              ６，８６４千円 
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      不妊治療費                   ４２，０００千円 

 

６．青少年の健全育成について 

子どもの非行を未然に防止し、有害な環境や情報、犯罪から子どもを守る

ため、保護者や学校、関係機関、地域と連携を図るとともに、インターネッ

ト等の安全安心な利用の啓発や子どもの生活リズムの向上に取り組む。 

  また、少年自然の家においては、自然の中での様々な体験活動を通じて、

豊かな人間性、自己判断力、たくましさを身につけた子どもの育成に取り組

むとともに、施設の老朽化に対応して、必要な施設の修繕等を行う。 

 

【主な事業】親と子どもの豊かな育ち事業費         ３，０６２千円 

少年自然の家管理運営費           ９６，３１５千円 

少年自然の家施設整備事業(ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)    ６０，０００千円 
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１．目的 

民間保育所・認定こども園の整備に対して補助を行い、保育の受入れ枠の拡大を図

るとともに、保育環境の充実を図る。 

 

２．内容 

よっかいちひばり保育園増築工事       ５９，９６３千円 

・対象者  社会福祉法人宏育会 

・所在地  西大鐘町地内 

・定 員  ６０名→９０名  

・期 間  令和６年３月完成予定 

 

３．予算額 ５９，９６３千円    （財源内訳）国庫支出金(1/2)  ３９，９７５千円 

（前年度 ６１７，８６９千円）        一般財源      １９，９８８千円 

                    

＜参考＞ 園舎配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間保育所等整備事業 

担当 こども未来部 保育幼稚園課 

   矢島 

   ℡３５４－８１７３ 

増築園舎 

既設園舎 
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１．目的 

幼児教育センターにおいて、市内の公立・私立の幼稚園・こども園・保育園の現場

ニーズを取り入れＩＣＴを活用した参加しやすい研修、実技のスキルアップにつなが

る実践的な研修を行うため、必要となる設備・機器等を整備する。 

 

２．内容 

（１）研修室の整備       ５，５７０千円 

   ・研修オンライン配信設備の設置（講義研修室Ｂ） 

   ・間仕切り壁の撤去（講義研修室Ａ） 

   ・実技研修用備品（玩具、運動マット等）及び消耗品の購入 

 

（２）図書室、展示室の整備   １，３３２千円 

・書棚、書架の購入 

・大型絵本、書籍、ＤＶＤ等の購入 

 

（３）その他環境整備      １，５２６千円 

   ・来館者用無線ＬＡＮ機器の設置 

   ・案内看板取替 

・事務所用備品（キャビネット等）の購入 

 

３．予算額  ８，４２８千円         （財源内訳）一般財源     ８，４２８千円 

 

＜参考＞ 施設配置図              設置場所：橋北交流会館（３階） 

 

（新）幼児教育センター整備事業 

トイレ トイレ 展示室 

講義研修室Ａ 講義研修室Ｂ 図書室 
実 技 

研修室 
事務室 

相
談
室 

担当 こども未来部 保育幼稚園課  
こども施設再編推進室  
渡部 ℡ ３５４－８０３７ 
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１．目的 

本市の幼児教育・保育を担う人材を育成・支援し、市全体の幼児教育・保育の質の

向上を図るため、幼児教育センターにおいて、研修体制の強化や専門アドバイザーに

よるアウトリーチ型支援を行うとともに、体験型幼児教育活動を推進する。 

 

２．内容 

幼児教育センターにおいて、以下の取り組みを行い、各園から得られた知見を幼

児教育センターに集積し、共有・活用を図る。 

（１）幼児教育センター主催研修    １，３８８千円 

   ・研修受講者  私立園の職員が受講できるよう対象を拡充 

   ・研修内容   実技研修などアンケートでニーズの高いメニューを増設 

    ・研修体制   受講機会を拡充するため、集合研修の動画配信やオンライ

ン研修を実施 

 

（２）専門アドバイザー派遣     １７，６１６千円 

  ①幼児教育アドバイザー 

経験豊富な常勤アドバイザー（４名）が各園を訪問し、幼児教育課題への助

言・相談や小学校への円滑な接続など、年間を通じて継続的な支援を行う。 

 ②幼児教育スーパーバイザー 

三重大学等と連携して、各分野の専門家を園の要請に応じて派遣する。 

 

（３）体験型幼児教育活動の推進    ３，９００千円 

    公立園(39園)を対象に、私立園を対象とした地域活動事業費補助金に相当す

る活動費を設け、人権・ＳＤＧｓ･運動・防災防犯・地場産業など地域人材によ

る体験型幼児教育活動を通じて、子どもたちの生きる力の基礎を育む。 

 

※取り組み（１）・（２）は、国の「幼児教育推進体制を活用した地域の幼児教

育の質向上強化事業」を活用 

 

３．予算額 ２２，９０４千円    （財源内訳）国庫支出金(1/2)   ９，０００千円 

       一般財源     １３，９０４千円 

                    

（新）幼児教育推進事業 

担当 こども未来部 保育幼稚園課  
こども施設再編推進室  
渡部 ℡ ３５４－８０３７ 
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１．目的 

共働き家庭の増加等に伴い、保育の利用ニーズの高まりが続いている中、保育士・保

育教諭の新たな人材の確保及び定着化を図る。 

 

２．内容 

 （１）私立保育園・こども園正規職員の給与改善補助    １０６，１４３千円 
 

 （２）【拡充】就労奨励金支給費補助              １０，５００千円 

私立保育園・こども園に就職後、１年または３年に達した保育士・保育教諭に 

対して園が支給する就労奨励金 10 万円を補助する。 

（令和５年度末で１年に達する見込み 72 名、３年に達する見込み 33 名） 
 

（３）保育体制の強化                   ８６，８６５千円 

    公立保育園・こども園への保育支援者（用務員）の配置 

    私立保育園・こども園への保育支援者（用務員）配置に係る経費の補助 
 

 （４）周知・情報発信                      ２００千円 

   ①ＰＲパンフレットの作成 

・市の採用試験及び私立保育連盟就職ガイダンスの周知 

・市独自の支援（給与改善補助、就労奨励金、幼児教育センター、奨学金制度など） 

・三重県の支援（修学資金貸付制度、就職支援準備金制度、奨学金返還支援制度） 

・保育見学会・イベント等の周知 

②ホームページの運用管理 

・職員の募集情報、園紹介のほか、各種応援・サポート制度を掲載 
 

（５）就職ガイダンスに要する経費等の補助          １，０００千円 

私立保育連盟の就職ガイダンス開催又は参加に要する経費の補助 

 

３．予算額  ２０４，７０８千円    （財源内訳）県支出金(3/4) ２３，２５０千円 

（前年度  １８１，７６５千円）       その他特財    ３，４４３千円 

社会、雇用保険料 

土地貸付収入 

                                            一般財源  １７８，０１５千円 

 

保育士等人材確保事業 

担当 こども未来部 保育幼稚園課 

    三井、矢島 

    ℡ ３５４－８１７３ 
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１．目的 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生を対象として、放課後や学校休業日

に、適切な遊びと生活の場を提供し、その健全育成を図るため、学童保育を実施する

地域の運営委員会に対し支援を行い、保護者の子育てと仕事の両立を応援する。 
 
 
２．内容 

学童保育所の受け入れ枠を拡大するための建築工事に対する補助を行い、提供体制

の確保を支援するとともに、職員の経験年数や実績等に応じた処遇改善を引き続き実

施することで、運営主体の負担軽減と人材確保の促進を図り、安心して子どもを預け

ることができるよう保育環境の向上に取り組む。 
 
○国・県の補助制度に基づくもの 

・運営費補助（70 箇所 77 クラス）                 ４８３，９２７千円 

・指導員処遇改善補助                     ９５，６４６千円 

・キャリアアップ処遇改善補助                １７，３３１千円 

・月額９，０００円相当処遇改善補助               ２５，８７５千円 

・備品整備にかかる補助                    ５，０００千円 

・送迎支援補助                        ４，５６３千円 
 

○市独自で行う補助制度 

・【拡充】新築費補助                                                 １６，０００千円 

   新築費補助の上限額の引き上げ 

（１４，４００千円→１６，０００千円） 

・【拡充】大規模修繕費補助                   ４，４００千円 

    大規模修繕費補助の上限額の引き上げ 

（４，０００千円→４，４００千円） 

・家賃補助                         ３２，７６２千円 

・小規模修繕等にかかる補助                  ３，９００千円 

・ＡＥＤ整備補助                       ４，８８８千円 

  ・資格取得補助                        １，０８０千円 

○新型コロナウイルス対策関連  

・感染防止対策用品購入等補助                ２８，８００千円 

・感染防止対策改修工事補助                 １２，３００千円 

○指導員研修事業                       １，２８３千円 

○その他事務費                          ４８７千円 
 
 
３．予算額  

７３８，２４２千円 （財源内訳）国庫支出金（1/2・1/3）２１８，４４０千円 

（前年度 ６９１，８３４千円）              県支出金  （1/2・1/3）２２２，１０２千円 

一般財源           ２９７，７００千円 

 

 

学童保育推進事業 

担当 こども未来部 こども未来課 

冨田 

℡  ３５４－８４６４ 
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１．目的 

貧困など様々な困難を抱える子どもやその家族を支援するため、子ども食堂やフ

ードパントリー等の活動をしている団体に対し必要経費を補助し、子どもたちが地

域で健やかに育つことのできる環境を整える。 

 

２．内容 

（１）【拡充】子ども食堂等に対する支援 

子ども食堂やフードパントリーなど、子どもの食事・居場所の提供や、日常生

活に必要な食料品等の配付を行うとともに、必要な支援につなげる活動をしてい

る団体に対し、補助金を交付する。 

令和５年度から、国の「地域子供の未来応援交付金（つながりの場づくり緊急

支援事業）」を活用し、補助上限額及び補助率を引き上げることで、更なる支援の

充実を図る。 

 

 現行  新制度 

補助金額 

（１事業あたり上限額） 

新規：５００千円 

拡充：３００千円 

 
１，５００千円 

補助率 ３分の２  １０分の１０ 

 （令和３・４年度は、「新型コロナ・子ども支援プロジェクト補助事業」） 

 

 

３．予算額 １０，２６４千円  （財源内訳）国庫支出金(3/4) ７，５００千円 

（前年度  ３，８３２千円）       一般財源    ２，７６４千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども食堂等支援事業費補助金 

担当    こども未来部 こども未来課 

加藤 

℡ ３５４－８０３８ 
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１．目的 

  発達相談やアンケートの実施により、支援が必要な子どもを早期に発見し、それ

ぞれの特性に応じた教室を開催するとともに、日常の保育等の中でも適切な支援が

行えるよう保育士等のスキルアップを図る。 

  さらに、障害児通所支援事業所の質の向上をねらいとした研修会の開催や、相談

支援事業所の体制強化に資するための補助事業の実施など、途切れのない支援の充

実に取り組む。    

 

２．内容 

 （１）プロジェクトＵ－８事業      ５，１３８千円 

   幼児ことばの教室、ともだちづくり教室、子どもの見方ほめ方教室、まなびの

教室の４教室を開催。 

（２）園巡回発達相談事業    ２，７９９千円 

   児童・保護者一人一人のニーズを把握し、必要とされる支援の内容と方策を明

らかにするために、巡回支援員を園へ派遣し、保護者・担任との相談や、指導・

助言を実施。 

（３）「ＣＬＭと個別の指導計画」事業        ２２３千円 

   三重県が推進している「ＣＬＭと個別の指導計画」事業を本市でも活用するた

め、園による児童の行動観察、個別の指導計画の作成支援及び指導を実施。 

（４）５歳児保護者アンケート調査業務委託事業       ２，３２４千円 

  ５歳になる児童の保護者が子どもの発達や行動、生活の様子について振り返る

機会とするとともに、集団生活で現れる、協調性や社会性等の発達において「気

になる子」を発見し、保護者への育児支援や園との連携による支援を実施。 

（５）障害児通所支援事業所研修事業      １７９千円 

   障害児通所支援事業所の質の向上を支援するための研修会を実施。 

 （６）障害児相談支援事業所体制強化補助事業       １２，２１０千円 

   途切れのない支援体制の強化を図るため、民間の障害児相談支援事業所に対し、

補助事業を実施する。 

（７）障害児相談支援委託事業           ７，７７９千円 

   乳幼児期から学齢期、学齢期から青年期への途切れのない支援体制の強化を図

るため、障害者相談支援事業に、相談支援事業所間の利用者の調整と障害児支援

に関わる地域課題の整理・検討を行う役割を併せて委託する。 

 

３．予算額  ３０，６５２千円  （財源内訳）国庫支出金（1/2） ２，６９３千円 

（前年度 ２７，６２４千円）             県支出金（1/4）  １，３４１千円 

一般財源       ２６，６１８千円   

                               

途切れのない発達支援事業 

担当 こども未来部 こども発達支援課 

青木 

℡ ３５４－８０６４ 
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１．目的 

子どもの権利が守られるよう、関係機関・関係団体・地域と連携しながら事業を

実施し、児童虐待の早期発見・早期対応・未然防止を図る。 
 

２．内容 

（１）子育て中の親や家庭を支援する事業の実施       １６，６０８千円 

  ①【拡充】支援対象児童等見守り強化事業   １５，０００千円 

   コロナ禍や育児負担等により、経済的・心理的に厳しい状況におかれ、困難を

抱える子どもとその家族を定期的に訪問し、食料品の提供等を行いながら、見守

り支援を実施する。 

②育児フォローアップ事業           １，６０８千円 

育児に関する不安や悩みの傾聴及び助言、育児手技の伝達等を行い、保護者

の負担や不安を軽減する。 

（２）市民啓発の実施                    １，４６１千円 

  ①児童虐待防止の啓発               ４４８千円 

   啓発動画の放映や郵便局、生活環境公社と連携して、自動車にマグネットシー

トを掲出し、市民にしつけによる体罰の禁止や虐待対応ダイヤルの周知及び通告

の必要性を幅広く周知する。 

  ②ヤングケアラーの周知            １，０１３千円 

   学校や在宅介護支援センター等の関係機関の職員に対してヤングケアラーの

周知を図るためリーフレット等による広報や研修を行う。 

（３）研修会等の開催                      ３７０千円 

 民生委員・児童委員及び保育士等が児童虐待を正しく理解し、適切な連携や対応

が取れるよう、研修会を実施する。令和５年度は、子育て中の親支援プログラム講

座を保育士等に加えて、新たに学童保育所の職員に対しても実施する。 

（４）その他事務経費                    １，４６５千円 

   職員の研修・出張旅費、その他消耗品費等 
 

３．予算額 

１９，９０４千円 （財源内訳）国庫支出金（2/3・1/2・1/3）１１，３１４千円 

（前年度     ５，４９６千円）                       県支出金（1/3）                ４８６千円 

一般財源                  ８，１０４千円 

 

児童虐待防止対策事業 

担当 こども未来部 こども家庭課  

堀田 

℡ ３５４－８２７６ 

106



 

 

１．目的 

核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊婦・子

育て家庭も少なくなく、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境

整備が喫緊の課題となっている。こうした中で、妊娠期から出産・子育てまで一貫して

相談に応じ、必要な支援につなぐ「伴走型相談支援」を充実するとともに、出産育児関

連用品の購入や子育て支援サービスの利用にかかる負担を軽減するための「経済的支援

（計10万円）」を一体として実施する。 

 

２．内容 

妊娠届出後に面談を受けた妊婦に対し、「出産応援金」として一人当たり５万円を、ま

た、出生届出後に面談を受けた養育者（産婦である母親等）に対し、「子育て応援金」と

して子一人につき５万円を支給する。また、妊娠８ヶ月頃の妊婦に対してアンケートを

実施し、希望者に対して面談を行う。 

 

（１）対象者及び支給額  

 妊娠届出日・出産日 
出産応援金 

 (５万円)※注 

子育て応援金 

(５万円) 

通
常
対
象
者 

令和５年３月１日以降に妊娠届出をした人 

（約 2,400 人）  

保健師と面談、 

申請 
 

令和５年３月 1日以降に出産した人 

（約 2,300 人） 
 

こんにちは赤ちゃ

ん訪問、申請 

遡
及
対
象
者 

令和４年４月 1日～令和５年２月２８日に出産した人   

（約 2,000 人） 

アンケート・申請書を郵送 

（一括支給） 

令和４年４月１日～令和５年２月２８日に妊娠届出 

かつ 

令和５年２月２８日までに出産していない人 

（約 1,650 人）  

アンケート・ 

申請書を郵送 
 

 ※注）出産応援金(５万円)は、妊娠届出後に流産等で出産に至らなかった場合も対象 

（２）スケジュール 

※ 伴走型相談支援：妊娠届出時、妊娠８ヶ月頃、赤ちゃん訪問時に面談及びアンケートを実施。

妊婦・子育て世帯に寄り添い、身近なところで相談に応じながら必要な支援につなぐ。 

 

（新）出産・子育て応援事業費・事務費 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

伴走型
相談支援

出産・子育て
応援金

6月以降２月 3月 ４月 5月

応援金支払システム改修

〇妊娠届出後に全数面談開始

窓口：10０件/月

オンライン：10０件/月

１回目振込

（約１００件）

遡及対象者抽出、封入封緘

アンケート・応援金申請書送付（対象者：約3,650人）

母子保健システム

改修

（対象者抽出・履歴

管理）

遡及分振込

（月２回定例～Ｒ７．３．３１）

遡及分

申請書受理

毎月２回定例振込

約390件/月

ホームページにて

周知開始

※妊娠届出(３月上旬分）

〇赤ちゃん訪問時に子育て応援金申請

（約190件/月）

〇妊娠８か月抽出

⇒ アンケート送付（約

200件/月）

アンケート返送後の面談・相談

応援金支払システム財務連携機能構築
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３．予算額  

 （１）出産・子育て応援事業費  ５１７，５００千円  

（財源内訳） 国庫支出金(2/3) ３４５，０００千円 

                 県支出金(1/6)     ８６，２５０千円 

                 一般財源      ８６，２５０千円 

 

 （２）出産・子育て応援事務費   １４，２７４千円 

     ・伴走型相談支援          ７，２０９千円     

（財源内訳）  国庫支出金(2/3・1/2) ４，１９１千円 

                       県支出金(1/4・1/6)  １，５０９千円 

                       一般財源        １，５０９千円        

    ・出産・子育て応援金事業 ７，０６５千円 

（財源内訳） 国庫支出金(2/3)   ４，７０９千円 

                 県支出金(1/6)      １，１７８千円 

                 一般財源          １，１７８千円 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当  こども未来部 こども保健福祉課 

    瀬古・片岡 

    ℡３５４－８１８７ 
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シティプロモーション部 
 

新年度予算における基本的な方針 

 将来にわたり地域の活力を維持・増進し、本市が持続的に発展するためには、

政策・施策の充実に加え、効果的なシティプロモーションにより、「選ばれる都

市」として存在感を発揮することが重要となる。そのため、観光・文化・スポー

ツ分野を中心に、地域資源を有効に活用することや新たな価値を創造すること

により、多くの市民・事業者に本市の魅力に対する認識を深めてもらい、シビッ

クプライドを醸成するとともに、本市の魅力を市内外に広く情報発信すること

により、都市イメージの向上を図る。 

 観光分野においては、新型コロナウイルス感染症の状況を十分考慮しつつ、

「新しい生活様式」を踏まえてシティプロモーションイベントを開催すること

や、主に名古屋都市圏をターゲットとして、様々なメディアを活用しながら本市

の取組を効果的に発信することなどにより、都市イメージの向上や関係人口の

増加を図る。また、本市が有する観光資源について、魅力を高めるための改修や

整備、支援等に計画的に取り組むことで、一層の誘客促進を図る。 

 文化分野においては、地域で大切に受け継いできた伝統芸能をはじめとする

市民の文化活動や文化交流の促進を支援するとともに、乳幼児期から芸術文化

に親しむことができるよう、乳幼児と保護者を対象とした音楽体験の機会を提

供する。また、文化活動の拠点である四日市市文化会館や三浜文化会館の適正な

管理と利用促進に努めるほか、本市の文化的な魅力を市内外に発信するなど、文

化振興ビジョンに即した文化振興施策を推進する。久留倍官衙遺跡や旧四郷村

役場、鳥出神社の鯨船行事、御池沼沢植物群落等の本市が有する貴重な文化財に

ついては、総合的かつ計画的な保存活用を行うとともに、地域で長年継承されて

きた歴史文化遺産を、さらに将来へ守り伝えていくための支援を行い、市内外に

本市の歴史文化の魅力を発信していく。 

 スポーツ分野においては、本市初のオリンピック金メダリスト誕生などによ

る市民のスポーツに対する盛り上がりを活かし、新型コロナウイルス感染症対

策を行いながら、スポーツイベントやスポーツ教室などの事業を実施するとと

もに、三重とこわか国体・三重とこわか大会に向けて整備したスポーツ施設をは

じめとしたレガシーを活用した大規模大会等の誘致に取り組み、今後のスポー

ツ振興や地域活性化につなげる。また、スポーツ施設においては、誰もが快適で

安心・安全にスポーツが楽しめる環境づくりに向けて、老朽化した施設の計画的

な整備を進める。 

 

 

１．観光施策について 

  本市の代表的な行事である「大四日市まつり」に加え、開催延期となってい

た「東海・北陸Ｂ－１グランプリ」を通して本市への誘客促進を図るとともに、

ラジオ番組の放送やシネアドの活用によるＰＲなど、多様な方法で本市の魅

力を市内外へ積極的に発信する。 
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また、移住促進に向けた取り組みのほか、本市の特産品等地域ブランドを活

用した新たな四日市土産を生み出す仕組みづくりを進めていく。 

このほか、水沢もみじ谷や宮妻峡、四日市スポーツランドにおける施設改修

など、既存観光資源の魅力増進や利用者の快適性向上に取り組む。 

 

 【主な事業】 観光対策推進事業費           １３，８１０千円 

       大四日市まつり事業費補助金       ３４，６００千円 

東海・北陸Ｂ－１グランプリ事業費補助金 ５５，３００千円 

シティプロモーション事業費       ４１，８９６千円 

観光施設整備事業費           ４４，６１０千円 

 

 

２．文化振興について 

「四日市市文化振興ビジョン」に基づき、文化振興審議会、文化行政総合企

画調整会議等との調整を図りながら施策を推進する。 

市民芸術文化祭については、多くの市民が参加できる事業を企画するととも

に、コロナ禍にあっても安心して文化活動に触れられるよう、ライブ配信を取

り入れるなどの工夫をしながら、年間を通じて市民が芸術文化に親しみ参加す

る機会となるよう取り組む。 

また、市民自らの文化活動を促進させるため、引き続き文化活動における新

型コロナウイルス感染症拡大防止対策にかかる費用に対して支援を行う。 

さらに、幼い頃から音楽をはじめ、美術や演劇など多様な芸術文化に親しむ

機会を設け、豊かな人間性の涵養と文化の担い手の育成につながるよう、乳幼

児や小・中学生、その保護者を対象に本物の芸術に触れるコンサート等の公演

を実施するほか、体験や交流などを通じて、児童が自ら芸術表現を経験できる

事業を実施する。 

市民の文化活動の拠点である四日市市文化会館や三浜文化会館においては、

より多くの市民が質の高い芸術文化に触れられるよう、令和５年１月に採用し

たアートディレクターが中心となって効果的な事業展開を図り、次代を担う人

材育成等の事業の充実によって市民の文化活動への積極的な参加を促すとと

もに、効率的な管理運営に取り組む。 

 

【主な事業】  市美術展覧会開催費           ７，６３２千円 

              市民文化祭等開催費           ７，２１０千円 

四日市ＪＡＺＺフェスティバル支援事業費 １，２００千円 

文化振興事業支援補助金         ５，２６８千円 

こども芸術体験事業費          ９，９３０千円 

文化会館等管理運営費        ３０９，７６２千円 

三浜文化会館管理運営費        ８５，４７０千円 
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公共施設アセットマネジメント事業費   ９，２１０千円 

 

 

３．文化財の保存・活用について 

文化財や地域の文化遺産の魅力を市内外に引き続き発信することで、保存・

継承・活用を進める。 

未指定を含めた有形・無形の文化財の保存と活用を行い、地域活性化や観

光等につなげていくために市として作成した「四日市市文化財保存活用地域

計画」について、より実効性を高めるため、令和５年度上半期に文化庁へ認

定申請する。認定後、ＰＲのためのシンポジウムを開催する。 

国指定の史跡である久留倍官衙遺跡公園、ユネスコ無形文化遺産である国

指定重要無形民俗文化財の鳥出神社の鯨船行事について、広く市内外へ情報

発信を行い、より一層の活用及び行事継承の支援を図る。 

市指定有形文化財（建造物）である旧四日市市役所四郷出張所（四郷村役

場）については、耐震補強・復原修理工事の完了により、建物を全面的に活用

して大正時代の役場の建物としての価値や近代産業等の特色を発信する資料

館としてリニューアルする。合わせて市内外へのＰＲとしてイベントを開催

する。 

国指定天然記念物の御池沼沢植物群落については、保存活用計画の策定作

業を進め、老朽化した井戸の更新工事を行うとともに、市民ボランティアと

の環境保全の取り組みを継続する。また、追加指定地の公有化の準備を進め

る。 

   また、地域に伝わる文化行事や民俗芸能の保存・継承については、引き続き

担い手育成や用具類などの更新や保管施設の改修等について支援する。 

 

【主な事業】 文化財保存活用地域計画策定事業費     １，９０１千円 

久留倍官衙遺跡公園管理運営費      １１，２０３千円 

ユネスコ無形文化遺産継承支援活用事業費  ２，２３６千円 

市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用事業 

２８，５３０千円 

御池沼沢植物群落保存整備事業費     １７，６２５千円 

地域の文化遺産の保存・継承支援事業費   １，４００千円 

 

 

４．スポーツ振興について 

トップアスリート等による実技講習会、生涯スポーツ等の各種スポーツ大会

や、ボッチャ大会等の障害の有無に関わらず誰もが親しむことができるスポー

ツを実施するとともに、総合型地域スポーツクラブ等のスポーツ関連団体に支

援を実施し、地域スポーツの振興・普及に向けた取り組みを行う。 
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また、幅広い世代を対象とした体力測定会の実施により、運動・スポーツの

習慣化を促し、スポーツ実施率の向上や心身の健康増進を図るとともに、子ど

もたちが運動・スポーツに親しむきっかけを創出するため、スポーツ能力測定

会やスポーツ体験会を実施する。 

加えて、四日市サイクル・スポーツ・フェスティバルの開催により、次代を

担う青少年の自転車競技への関心を高め、青少年の健全育成とスポーツの振興

を通じて、地域の活性化を図る。 

さらに、高規格なスポーツ施設において、大規模なスポーツ大会におけるト

ップレベルの競技・演技を観る機会の創出や、国内トップレベルのリーグ戦等

のスポーツイベントの開催を通じ、スポーツ振興の発展、ジュニア世代等の競

技力の向上、スポーツ交流による地域活性化を図る。 

なお、四日市ハーフマラソン（仮称）については、開催準備に向け、関係機

関との調整や調査活動を進め、大会実施計画の策定費用や実行委員会の運営経

費を補助するとともに、大会開催の機運醸成とＰＲ活動の一環として、四日市

ドームを会場としたプレイベントを実施する。 

 

【主な事業】 

  運動・スポーツの習慣化による健康増進事業費     ３，４９３千円 

  幼少期から体を動かす習慣づくり事業費        ６，９１８千円 

  ハーフマラソン開催準備経費            ３２，５５５千円 

四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル事業費  ３８，５００千円 

スポーツ大会等開催費補助金            ７６，０００千円 

 

 

５．スポーツ施設整備について 

三滝テニスコートの人工芝改修や中央第２体育館の空調設備更新工事等を

行うほか、四日市ドームの改修に向けた基本計画や桜テニスコートの改修に向

けた設計及び測量等を行い、利用者の安全性及び利便性の向上に取り組む。 

また、一部スポーツ施設の個人利用について、キャッシュレス決済を導入し、

利用者の利便性の向上に取り組む。 

 

【主な事業】  

霞ケ浦緑地運動施設整備事業費（推進計画）     ７９，９００千円 

中央緑地運動施設整備事業費              ７，７８４千円 

中央緑地運動施設整備事業費（アセットマネジメント） 

１８０，６００千円 

  その他運動施設整備事業費            １６２，２３０千円 

  その他運動施設整備事業費（アセットマネジメント） ５７，７００千円 

  四日市ドーム整備事業費（推進計画）        ３５，０００千円 

  四日市ドーム整備事業費（アセットマネジメント）  ７１，０００千円 
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１．目的 

  まちに元気と活気を呼び込み、地域が一丸となってまちおこしに取り組む東海・北陸Ｂ

－１グランプリｉｎ四日市（以下Ｂ－１グランプリ）の開催に対して、開催に係る経費の

一部を助成することにより、本市の知名度、都市イメージの向上を図るとともに、市民の

まちへの誇りや愛着の醸成に取り組む。 

 

２．内容 

  東海・北陸Ｂ－１グランプリ事業費補助金          ５５，３００千円 

  ＜開催概要＞ 

名  称：2023 東海・北陸Ｂ-１グランプリｉｎ四日市 

開催日時：令和５年 11 月 18 日（土）19 日（日） 

10：00～16：00（両日） 

   会  場：三滝通り周辺 

   実施主体：2023 東海・北陸Ｂ－１グランプリｉｎ四日市実行委員会 

ご当地グルメでまちおこし団体連絡協議会（通称：愛Ｂリーグ） 

四日市市 

出展団体：20 団体 

（愛Ｂリーグ東海・北陸支部加盟団体 16 団体及びゲスト４団体） 

 

３．予算額 

  ５５，３００千円      （財源内訳） その他特財 ５５，３００千円 

（まちづくり事業基金繰入金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

担当 シティプロモーション部 観光交流課 

平山 

   ℡ ３５４－８２８６ 

（新）東海・北陸Ｂ－１グランプリ事業費補助金 

開催ＰＲ用ポスター 

令和元年 11 月に明石市で開催された全国大会の様子 
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１．目的 

  「四日市市観光・シティプロモーション条例」及び「四日市市総合計画」に基づき、

本市の観光及びシティプロモーションに関する重点事業を推進することで、本市の魅力

を広く市内外に発信し、集客力の向上を図る。 

 

 

２．内容 

（１）メディア活用事業 

   ①東海ラジオでのシティプロモーション番組制作・放送    １２，０００千円 

シティプロモーションラジオ番組の制作に取り組み、名古屋圏に向けて四日市

市の情報や魅力を発信する。 

 

   ②【拡充】シティプロモーションラジオ特別番組の制作・放送  １，１００千円 

     令和５年度開催予定であるＢ－１グランプリの特別番組を制作・放送すること 

で、Ｂ－１グランプリの詳細情報を発信するとともに、開催への期待を高める。 

    

   ③シネアド上映                       ２，６００千円 

     名古屋ミッドランドスクエアシネマ２館と１０９シネマズ四日市において、シ

ティプロモーション映像をシネアドとして２６週（７月中旬～１月中旬）上映す

る。 

 

   ④イベント情報集約サイトによる情報発信           ２，５０８千円 

市内で開催される様々なイベント情報を一元的に情報発信し、市内外の人が情報

を得やすくなることで、市外からの誘客促進を図るとともに、市民によるイベント

情報の発信を支援する。 

 

（２）シティプロモーションイベント開催事業           ８，５００千円 

シティプロモーションイベント「四日市ＳＴＹＬＥ」を年３回程度開催し、四日

市市の情報や魅力を市内外へ発信するとともに、まちの賑わいを創出する。 

 

（３）地域資源活用コンテンツ造成事業（四日市ブランド事業）   ８，０００千円 

四日市の認知度・イメージの向上や地場産業の持続的な発展に寄与するため、本

市の地場産品やまだ知られていない特産品等にスポットをあて、地域ブランドを活

用した新たな四日市土産を生み出す仕組みづくりを進める。令和５年度は、試作品

の試験販売を実施し、「四日市ブランド」運用にあたっての課題抽出を行う。 

 

（４）こにゅうどうくん活用事業                 ２，０００千円 

ＰＲ効果の高い全国規模のイベントへ出演し、また、こにゅうどうくんのラッピン

グ車両での移動により、本市のＰＲを行う。 

    

シティプロモーション事業費 
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（５）【拡充】中心市街地公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ-Ｆｉ）サービス関連事業 

１，６８８千円 

中心市街地において、来訪者に観光情報等を提供するため、ＦＲＥＥ Ｗｉ-Ｆｉ 

（公衆無線ＬＡＮ）サービス（１８カ所）を実施する。また、Ｗｉ-Ｆｉ利用時に取 

得したデータを活用し、効果的にイベント等の情報発信を行う。 

 

（６）海外向けプロモーション事業                  ５００千円 

訪日外国人旅行者の回復を見据えて、インバウンド誘客を目指し周辺自治体や 

民間団体等と連携して海外向けのプロモーションを実施する。 

 

（７）客船誘致協議会負担金                    １，０００千円 

客船の誘致活動に取り組む四日市港客船誘致協議会に加入し、客船誘致活動や客

船寄港時の会場設営、歓迎イベントの実施などの事業に対する負担金を支出する。 

 

（８）東海道おもてなし事業                     １，０００千円 

    東海道の魅力向上に資するおもてなしとして、来訪者へ休憩場所を提供する店舗

や市民団体等に対して補助を行う。 

 

（９）【拡充】観光振興等事業補助金                 １，０００千円 

まちなかの賑わい創出イベントなど、商工会議所や一般社団法人四日市観光協会

が実施する観光振興に資する事業に対して補助を行う。 

 

    

３．予算額  ４１，８９６千円    （財源内訳） その他特財  ３，５００千円 

  （前年度   ４２，４８８千円）                    （まちづくり事業基金繰入金） 

                          一般財源  ３８，３９６千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 シティプロモーション部 観光交流課 

   平山 

℡ ３５４－８２８６ 
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１．目的 

 多くの方々に利用されている四日市スポーツランド、水沢もみじ谷等の観光施

設において、利用者の安全かつ快適な利用を促進するため、老朽化した施設の修

繕または更新、利用者ニーズの変化や現状の課題に対応するための施設整備等を

行う。 

 

２．内容 

 （１）四日市スポーツランド整備事業 ２１，１００千円 

四日市スポーツランドの管理運営を行っている（公財）四日市市文化まちづく

り財団が行う施設等の整備費用について助成を行う。 

・既存スライダー改修 

・既存アスレチック改修 

（２）水沢もみじ谷周辺整備事業  １４，９００千円  

もみじ谷の散策路をより多くの観光客に安全、安心に楽しんでもらうため、手

すりの整備や安全柵の改修等を行う。 

（３）レジャー施設整備事業 ８，６１０千円  

宮妻峡を中心とした桜・水沢地区をレジャーエリアとするための計画を策定

する。また、宮妻峡ヒュッテの解体設計を行う。 

 

３．予算額 ４４，６１０千円 （財源内訳） 一般財源 ４４，６１０千円  

（前年度 ７５，３８０千円） 

 

 

 

   

 

 
            

 

 

 

 

 

 

      

 

四日市スポーツランド  

スライダー受付の様子  

水沢もみじ谷の様子  

 

担当 シティプロモーション部 観光交流課  

   中村、日置  

℡ ３５４－８１７６ 

観光施設整備事業費  
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こども芸術体験事業費 

 

１．目的 

   乳幼児期から、音楽をはじめとした美術や演劇など多様な芸術文化に親しむ機

会を設けるため、それぞれの年齢に応じたコンサート等の公演や、体験・交流す

る事業等を実施することで豊かな人間性の涵養と文化の担い手の育成を図る。 

 

２．内容 

（１）はじめてコンサート                ８４０千円 

    

（２）【拡充】学校訪問事業             ７，１４２千円 

①音楽による体験・交流事業             

②演劇による体験・交流事業          

 

（３） 表現ワークショップ               ９３４千円 

  

（４） ホールコンサート事業            １，０１４千円 

 

３．予算額 ９，９３０千円  （財源内訳）一般財源 ９，９３０千円 

（前年度 ３，０００千円） 

 

 

 

 

担当 シティプロモーション部 文化課 

吉田、田端 

℡  ３５４－８２３９ 
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市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用事業 

 

１．目的 

  大正10年（1921）に建築された市指定有形文化財「旧四日市市役所四郷出張所

（四郷村役場）」は、当時「日本一の村役場」といわれ、地域のシンボルとして存

在してきた建物である。令和３年（2021）に築100年を迎えたことを契機に、貴重

な文化財として活用していくため令和３年度～令和４年度に耐震補強・修理工事を

行った。 

  指定文化財として保存継承するだけでなく、建物を全面的に活用して、貴重な建

造物の魅力や本市の近代産業の発展を伝える展示を整備し、リニューアルオープン

する。オープンに合わせて、市内外へのＰＲとしてイベントや四郷ふるさとの道ウ

オーキングを実施する。 

より市民に親しまれ、市外へ発信する魅力ある文化財として保存整備・活用を行

っていく。 

 

２．内容 

（１）リニューアル展示に係る事業         ２２，４４６千円 

・展示製作施工業務              

   ・展示資料等移設業務             

   ・展示資料等仮置場に係る建物賃貸借               

   ・専門家指導報償費、旅費等          

 

（２）活用事業                   １，１０５千円 

   ・オープニングイベント 式典・講演会等             

   ・四郷ふるさとの道ウオーキング                    

      

（３）耐震補強・修理工事に係る事業         ４，９７９千円 

   ・修理工事報告書作成業務                      

   ・外構工事…入口舗装、看板補修、案内板補修等   

 

３．予算額 ２８，５３０千円   （財源内訳）その他特財  １，５００千円 

（前年度：１９６，７７５千円）            （岡田文化財団助成金） 

一般財源  ２７，０３０千円 
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○事業スケジュール 

 R3 R4 R5 

 

 

耐震補強・ 

修理工事 

         
  

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン 

           

           

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 シティプロモーション部 文化課 

葛山、石田 

℡ ３５４－８２３８ 

入札・承認 

工事 

展示造作 展示基本設計 展示詳細設計 
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御池沼沢植物群落保存整備事業費 

 

１．目的 

 国指定天然記念物「御池沼沢植物群落」において、貴重な植物の生育環境を改善

し、多様な植物の回復を促し、貴重な天然記念物を将来に引き継いでいく。 

 

２．内容 

植物を保護しながら適正に活用していけるよう、環境改善に向けた井戸の掘り直し

工事を実施するとともに、保存活用計画の策定に着手する。 

また、西部指定地内の追加指定地の公有化の準備を進める。 

    井戸工事                    １２，８００千円 

保存活用計画策定                  ４，６００千円 

文化庁指導・先進地視察・公有化関係           ２２５千円 

 

３．予算額  １７，６２５千円   （財源内訳）県支出金(6/10) ９，９３３千円 

（前年度  ６，１００千円）           一般財源    ７，６９２千円 

 

 

 

サギソウ                 公有化関係水路 

 

 

 

 

担当 シティプロモーション部 文化課 

石毛、松原 

℡ ３５４－８２３８ 
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１．目的 

 子どもの体力向上には、幼児期から体を動かして遊ぶ習慣を身につけることが重要

である。そのため、保育園や幼稚園等と連携した事業やイベントを開催することによ

り、子どもの好奇心を刺激し、運動・スポーツに親しむ機会の充実を図る。 

 

２．内容 

（１）アクティブ・チャイルド・プログラム講習会           ３００千円 

   子どもたちが楽しみながら体を動かすことができる「アクティブ・チャイルド・

プログラム（日本スポーツ協会）」の講習会を、保育園・幼稚園の指導者等を対

象として開催する。 

 

（２）ファミリーロゲイニング大会                  ５３８千円 

スポーツを始めるきっかけの一つとして、家族で参加できるロゲイニング大会

を実施する。 

 

（３）【拡充】スポーツ能力測定会               ３，８１２千円 

最新の測定機器により運動能力を測定し、自分に適したスポーツ種目やトレー

ニングの指導を行う。 

 

（４）【拡充】スポーツ体験会                 ２，０４８千円 

   新たにスポーツ能力測定会と併せて、複数種目のスポーツ体験会を実施するこ

とで、運動・スポーツに親しむ機会の創出や、スポーツを始めるきっかけづくり

を行う。 

 

（５）【拡充】リーフレット作成                  ２２０千円 

   スポーツの実施が子どもにもたらすプラスの効果等を伝えるリーフレットを

作成し、スポーツ体験会等のイベント時に配布する。 

 

３．予算額  ６，９１８千円   （財源内訳）その他特財  ６，３９８千円 

（前年度  ２，７３４千円）        （まちづくり事業基金繰入金、 

各種講座受講料） 

                      一般財源     ５２０千円 

 

幼少期から体を動かす習慣づくり事業費 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

大澤 

   ℡  ３５４－８４２９ 
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ハーフマラソン開催準備経費 

 

 

１．目的 

 四日市ハーフマラソン（仮称）を開催することによりスポーツの振興と地域活性化

及びシティプロモーションにつなげるため、実行委員会活動への支援を行うとともに、

開催準備に必要な調査・広報活動を行うことを目的とする。 

  

 

２．内容 

  四日市ハーフマラソン（仮称）の開催準備のため、関係機関との調整や調査活動を

行うとともに、大会実施計画の策定費用や実行委員会の運営経費を補助し、また大会

開催の機運醸成とＰＲ活動の一環として、令和４年度に引続き「四日市コンビナート

夜景ランフェスティバル」を実施する。 

 

 

【令和５年度におけるスケジュール】 

  ●大会実施計画の策定 

  ●各関係機関との調整 

●コース沿線を中心とする市民への個別説明 

●四日市コンビナート夜景ランフェスティバルの実施 
                        
 
 
 
３．予算額  ３２，５５５千円     （財源内訳） その他特財  １３，３００千円 

  （前年度 １４，８１８千円）        （まちづくり事業基金繰入金、 

スポーツイベント参加料） 

一般財源   １９，２５５千円 

 

 担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

小西 

℡ ３５４－８２０２ 
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スポーツ大会等開催費補助金 

 

１．目的 

三重とこわか国体・三重とこわか大会に向けて整備した高規格なスポーツ施設にお 

いて、市民が両大会の中止により喪失した大規模なスポーツ大会におけるトップレベル

の競技・演技を観る機会の創出や、国内トップレベルのリーグ戦等のスポーツイベント

の開催を通じ、本市におけるスポーツ振興の発展、ジュニア世代等の競技力向上、スポ

ーツ交流による地域活性化を図る。 

 

２．内容 

（１）大規模大会等開催事業費補助金              ５５，０００千円 

三重とこわか国体・三重とこわか大会で実施予定であった正式競技・種目の国際大

会・全国大会への開催事業費補助金を交付する。 

補助対象大会等 
補助金額 

（上限額） 
補助率等 補助対象経費 

三重とこわか国体・三重とこ

わか大会の正式競技・種目 

国際大会 １５，０００千円 
１／２以内 

賞金等を除く、大会運

営に係る経費 全国大会 １０，０００千円 

 

（２）スポーツ大会等開催事業費補助金             ２１，０００千円 

全国規模の大規模大会や国内トップレベルのリーグ戦等のスポーツイベントへの開

催事業費補助金を交付する。 

補助対象大会等 
補助金額 

（上限額） 
補助率等 補助対象経費 

国際大会、全国大会、 

トップチームによるリーグ戦等のスポーツイベント 
２，０００千円 ２／３以内 

施設使用料、 

会場設営費、 

大会等運営費、 

広告宣伝費及び 

車両借上費 
ホームタウン包括連携協定締結団体の大会等 １，０００千円 ２／３以内 

スポーツ合宿   ５００千円 
1 人１泊につき 

１，０００円 
宿泊費 

 

３．予算額 ７６，０００千円   （財源内訳）その他特財  ７６，０００千円 

（前年度 ５４，０００千円）         （まちづくり事業基金繰入金） 

 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

                      大澤 

                      ℡ ３５４－８４２９ 
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霞ケ浦第１野球場整備事業 

 

１．目的 

 霞ケ浦第１野球場において、利用者の安全性及び利便性の向上等を図るため、改修

工事に向けた設計及び測量を行う。 

 

２．内容   

  霞ケ浦第１野球場改修工事実施設計業務委託      ２８，７００千円 

霞ケ浦第１野球場改修工事測量業務委託         ３，２００千円 

 

【主な改修概要】 

・全面人工芝化 

  ・ナイター照明設備更新 

  ・スロープ及びエレベーターの設置 

  ・土盛りスタンドフェンス更新 

  ・各諸室への空調設備導入 

  ・スコアボード表示部更新など  

【スケジュール】 

・令和５年度       実施設計 

・令和６～８年度     施工 

                         

３．予算額 ３１，９００千円    （財源内訳） 一般財源 ３１，９００千円 

（前年度  ９，３００千円） 

 

▼霞ケ浦第１野球場 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

尾関 

℡ ３５４－８４２８ 
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四日市テニスセンター整備事業 

 

１．目的 

 四日市テニスセンターは、ハードコート仕様で屋外コート８面・屋根付きコート８

面の計１６面のコートがあり、国際大会や全国規模の大会が開催されており、ハイレ

ベルな大会に対応するため、計画的にコート表面の改修を行う。 

 

２．内容 

  四日市テニスセンターコート改修工事      ４８，０００千円  

               

 【スケジュール】 

  ・令和５、６年度   施工             

                             

３．予算額  ４８ ，０００千円  （財源内訳） 一般財源   ４８，０００千円 

（前年度   ３，５００千円） 

 

４．債務負担行為   

・四日市テニスセンターコート改修工事費 

限度額 ７２，０００千円    （総事業費） １２０，０００千円 

期 間 令和５年度から令和６年度まで 

 

▼四日市テニスセンター 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

尾関 

℡ ３５４－８４２８ 
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温水プール整備事業 

 

１．目的 

 温水プールにおいて、利用者の安全性及び利便性の向上を図るため、改築に向けた

設計を行う。 

 

２．内容 

温水プール改築工事実施設計業務委託           ４７，８００千円 

 

【スケジュール】 

 ・令和５年度    実施設計 

・令和６、７年度  施工 

                         

３．予算額 ４７，８００千円   （財源内訳）  一般財源 ４７，８００千円 

（前年度 ２６，８００千円）  

 

▼温水プール 

 

 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

尾関 

℡ ３５４－８４２８ 
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（新）桜テニスコート整備事業 

 

１．目的 

 桜テニスコートにおいて、利用者の安全性及び利便性の向上を図るため、人工芝張

替え工事に向けた設計及び測量を行う。 

 

２．内容 

桜テニスコート改修工事設計業務委託        ３，６１０千円 

  桜テニスコート改修工事測量業務委託        １，８２０千円 

 

 【スケジュール】 

  ・令和５年度    実施設計 

  ・令和６、７年度  施工 

   

３．予算額 ５，４３０千円      （財源内訳） 一般財源  ５，４３０千円 

 

▼桜テニスコート 

 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

尾関 

℡ ３５４－８４２８ 
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三滝テニスコート整備事業 

 

１．目的 

 三滝テニスコートにおいて、利用者の安全性及び利便性の向上を図るため、人工芝

及びナイター照明、防球フェンスの更新を行う。 

 

２．内容 

  三滝テニスコート人工芝等改修工事        １０９，０００千円 

 

【主な改修概要】 

 ・４面分人工芝張替え 

 ・ナイター照明設備更新 

 ・防球フェンス更新 

【スケジュール】 

  ・令和５、６年度  施工  

                         

３．予算額 １０９，０００千円  （財源内訳） 市  債   ７３，５００千円 

（前年度  １０，６００千円）        一般財源   ３５，５００千円 

 

４．債務負担行為   

・三滝テニスコート人工芝等改修工事費 

限度額 １６４，０００千円    （総事業費） ２７３，０００千円 

期 間 令和５年度から令和６年度まで 

▼三滝テニスコート（黄枠：改修エリア） 

 

 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

尾関 

℡ ３５４－８４２８ 
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（新）四日市ドーム整備事業 

 

１．目的 

 四日市ドームにおいて、利用者の安全性及び利便性の向上を図るため、改修工事に

向けた基本計画の策定を行う。 

 

２．内容 

  四日市ドーム大規模改修工事基本計画策定業務委託   ３５，０００千円 

 

【主な改修概要】 

 ・アリーナ人工芝全面更新 

 ・吊物昇降機更新 

 ・音響設備更新 

 ・構造体クラック補修工事など 

【スケジュール】 

 ・令和５年度      基本計画 

  ・令和６年度      実施設計 

  ・令和７～９年度    施工 

                        

３．予算額 ３５，０００千円   （財源内訳） 一般財源  ３５，０００千円 

 

▼四日市ドーム 

担当 シティプロモーション部 スポーツ課 

尾関 

℡ ３５４－８４２８ 
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